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健康寿命日本一の実現
県民自らが健康について考える機会の創出
・「子ども健康会議」の開催による子どもの健康意識の向上と親世代の　
　健康づくりの取組への波及

特定健診・がん検診の受診率の向上【デ】
・健(検)診予約システムの活用による受診の促進

安心で質の高い医療の提供

1

質の高い医療提供体制の構築に資する人材確保対策
の強化【賃】【デ】
・医療ＭａａＳ等を活用した総合診療医の育成及び多職種の連携
　によるチーム医療の向上

地域医療提供体制の強化
・医療機関の役割分担と連携強化に資する「地域医療連携推進法人」
　設立の促進
・大館市立総合病院が実施する地域救命救急センターによる三次
　救急医療提供体制充実のための運営費等への支援                                                          　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２

ＩＣＴを活用した健康づくりの推進【デ】
・スマホアプリを活用した企業対抗型ウォーキングイベント等の開催

生活習慣の改善に向けた社会環境の充実
・秋田県版健康経営優良法人の拡大による働き盛り世代における
　健康づくりの促進
・「秋田スタイル健康な食事」の普及による健康的な
　食環境の充実

在宅医療提供体制の整備及び介護事業との連携
体制強化【デ】
・「在宅医療の連携を担う拠点」による医療・介護連携体制の構築、
　ＩＣＴの活用による遠隔診療や多職種連携の促進
・訪問看護総合支援センター（仮称）による安定的な看護サービスの　　
　提供に向けた支援体制の整備

新たな感染症危機に対応するための保健医療提供
体制の充実・強化
・新興感染症発生時の医療提供等に係る医療機関等との協定締結
・医療機関が行う感染症専門人材の育成等への支援                                                          

健 康 福 祉 部

令和６年度 健康福祉部の主要施策

　【賃】：[選択・集中プロジェクト] 賃金水準の向上 ／ 【デ】：[選択・集中プロジェクト] デジタル化の推進　

 戦略５　健康・医療・福祉戦略
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高齢者と障害者の暮らしを支える体制の強化
介護・福祉サービスの充実に資する人材確保対策の
強化【賃】【デ】
・介護ロボットやＩＣＴ等の導入に係る相談や伴走型支援等を行う
　業務改善総合相談センター（仮称）の創設　　　　　　　　　　　　　　　　　
・職員の処遇改善や人材育成等に取り組む介護サービス事業所を認証 　　
　する「認証評価制度」の内容の拡充　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・介護職場のイメージ向上のための情報発信の強化

地域リハビリテーション体制の構築
・市町村の介護予防事業を支える地域リハビリテーション
　支援体制の構築促進

結婚・出産・子育ての希望がかなう社会の実現

災害福祉支援体制の充実・強化
・災害発生時に備えた訓練への参加など「災害派遣福祉チーム」 を担う
　人材の育成強化　　　　　　　　
・県災害ボランティア支援センターの設置・運営に係る協定締結等、平時
　からの体制整備　　　
 

「民・学・官・報」連携強化による自殺予防対策
の推進
・高齢者に焦点を当てたゲートキーパー養成講座の拡充

安心して妊娠・出産ができる環境づくり
・不妊治療に要する負担軽減のための助成の充実
・出産後の母親支援や地域専門機関等とのネットワーク構築に向けた 
 「母子健康手帳プラスブック（リトルベビーハンドブック）」の作成

誰もが安全・安心を実感できる地域共生社会の実現

３

４

２

認知症予防に向けた取組等の推進
・認知症基本法の成立を契機とした、県民等への認知症予防と早期
　発見を含む知識の普及・啓発等に係る取組の強化
・認知症の人の社会参加の促進と共生社会の実現に向け、認知症
　の人が自ら情報発信できる体制づくりの推進

障害者等が暮らしやすい社会の実現に向けた支援
の充実
・医療的ケア児等コーディネーターなど医療的ケア児の支援を行う人材
　の育成強化
・精神障害者の地域生活支援体制の強化

ひきこもり支援の推進
・市町村職員等を対象とした支援技術の向上に向けた研修会の開催
・ひきこもりの実態調査や情報発信のあり方などを検討するための民間
 支援団体等との意見交換の実施

ヤングケアラーに係る広報・啓発活動の推進
・ポスターやカード等の配付によるヤングケアラーに関する理解の促進

子ども医療費助成に係る支援の充実
・子ども医療費助成の高校生への拡大及び所得制限の撤廃

戦略４　未来創造・地域社会戦略
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新興感染症対策事業（新型コロナウイルス感染症分） 感染症特別対策室

（ ）予算額 ７０,７０４千円 35,127 35,577○ ○国 一

（５）新型コロナウイルス感染症罹患後症状対策事業１ 事業目的
保健所等の新型コロナウイルス検査や患者の医 2,581千円

療費負担(請求遅れ分)などを継続するほか 罹患後 医療機関を対象に診療のアプローチ等について、
症状や に対する医療体制を維持する 研修を行うとともに、学校や事業所等に罹患後症ワクチン副反応 。

状の周知を図る。
２ 事業内容
（１）検査体制整備事業 （６）新型コロナワクチン副反応対応体制確保事業36,512千円

感染症法に基づき保健所や健康環境センターが 725千円
実施する新型コロナウイルス感染症の疫学調査や 専門的な医療機関と連携し、副反応を疑う症状
発生動向調査事業を継続する。 についての医療体制を維持する。

・実施期間 令和６年４月～令和７年３月
・医療機関 秋田大学医学部附属病院（２）新型コロナウイルス感染症対策協議会運営費等

7,378千円
これまでの新型コロナウイルス感染症医療体制

から通常医療への移行の確認を行い、円滑に体制
変更が行われるよう支援する。

（３）新型コロナウイルスＰＣＲ検査等保険適用外負担費
4,008千円

５類感染症移行前に医療機関等において医師の
判断でＰＣＲ等の検査を実施した場合に、患者の
自己負担分（請求遅れ分）を県が負担する。

（４）新型コロナウイルス感染症患者医療費
19,500千円

新型コロナウイルス感染症患者を入院措置した
場合の医療費のうち、自己負担分（請求遅れ分）
について負担する。
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福祉人材確保推進事業 地域・家庭福祉課

予算額 ２３,５９８千円 23,598 ［地域医療介護総合確保基金］（○入 ）

（４）福祉人材マッチング機能強化事業１ 事業目的
福祉・介護の仕事のイメージアップを図り、若年 19,891千円

層をターゲットにして人材確保を図る。また、求職 ①福祉人材キャリア支援専門員によるマッチング支援
者に対する福祉の仕事の斡旋により、人材の確保と 福祉人材キャリア支援専門員（３名）が県内の
定着を図る。 福祉事業所等を巡回し、求職者とのマッチングを

行う。また、女性や高齢者等の求職者開拓を行う
とともに、新規就労者の定着支援等を行う。２ 事業内容

927千円 ・委託先 秋田県社会福祉協議会（１）福祉人材確保推進協議会事業 ：
①福祉人材確保推進協議会（１回）

②秋田県福祉保健人材・研修センターＨＰの作成・協議会における事業進捗の確認
求職者・求人事業所向けの情報発信、福祉の仕・啓発資料の内容検討

②求職者や学生等に対する啓発資料作成等 事に関する情報提供を行うとともに、福祉業界の
イメージアップを図ることにより、福祉人材の確
保を図る。（２）小学生向け福祉教育副読本の作成・配付

546千円
小学校の授業で活用する福祉教育副読本を
県内の全小学３年生に配付

（３）中学校における福祉の仕事セミナーの開催
2,234千円

県内の中学校を訪問して、キャリア教育の授
業等において、福祉の仕事を学ぶセミナーを開
催する （１０校）。
・委託先 秋田県社会福祉協議会：
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災害ボランティア活動支援事業 地域・家庭福祉課

）予算額 ２,９３３千円（ 500 2,433○ ○国 一

（参考）１ 事業目的

災害ボランティア支援センター設置・運営における災害発生時の救助の円滑化・効率化を図るため、

県、県社協、市町村等の役割公助の救助事務と共助のボランティア活動との調

整を円滑に行うための体制を整備する。

２ 事業内容

（１） 災害ボランティア支援センター運営事業○新

1,933千円

県内で大規模な災害が発生し、救援活動に多く

のボランティア活動が必要な場合、県社会福祉協

議会に災害ボランティア支援センターの設置を要

請し運営を委託する。

・対象経費：人件費、旅費等

1,000千円（２）ボランティア振興助成事業

災害ボランティアセンターの運営に関わり、被

災者とボランティアを総合的に調整する役割を担

う人材を養成するため、研修や実地訓練等を行う。

研修等：災害ボランティアコーディネーター養成・

研修、フォローアップ研修、災害ボラン

ティア活動実施研修、災害ボランティア

活動実地訓練

・補助先：秋田県社会福祉協議会
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災害福祉広域支援体制整備事業
地域・家庭福祉課

）予算額 ４,２１０千円（ 1,500 2,710○ ○国 一

《参考》１ 事業目的

避難所等において災害時要配慮者に対する福祉支援を 秋田県災害福祉広域支援ネットワーク協議会

行う、福祉専門職等からなる支援チーム（ＤＷＡＴ）を １ 目 的

組成するとともに、避難所等へこれを派遣することによ 大規模災害時における要配慮者の様々な福祉・

り、災害時要配慮者に対する必要な支援体制を確保する 介護等のニーズ把握及び支援調整等を広域的に行

ためのネットワークを構築する。 うため、行政と民間が一体となって広域的な福祉

支援ネットワークを構築することを目的とする。

２ 業務内容２ 事業内容

1,651千円 （１）秋田県災害福祉広域支援ネットワークの構築（１）ＤＷＡＴ派遣体制の整備

チーム員の登録研修や総合防災訓練等に参加 に関すること。

（２）大規模災害時における要配慮者支援の調整に

1,531千円 関すること。（２）ＤＷＡＴの活動費等

災害発生に備えた危機管理的費用や傷害保険 （３）大規模災害に備えたチーム員の養成及び秋田

県災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の編成・派

遣に関すること。（３）県災害福祉広域支援ネットワーク協議会の開催

1,028千円 ３ 事務局

災害時において、要配慮者に対する機動的な福祉支 社会福祉法人 秋田県社会福祉協議会

援ができるよう、平時から関係機関等が連携して必要

な支援体制を確保

・補助先：県社会福祉協議会

・補助額：2,620千円

※（１）の一部 （３）の全部、
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「我が事・丸ごと」の地域づくり推進事業 地域・家庭福祉課

予算額 ４０,００４千円 228 5,601 34,175 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○国 入 一 ）

・対象経費: 市町村の実施する重層的支援体１ 事業目的

地域共生社会の実現を見据え、地域福祉支援計 制整備事業のうち多機関協働事

画の進行管理と、市町村における重層的支援体制の 業等の事業費

円滑な構築を支援する。 ・補 助 率: 国１／２、県１／４、市町村１／４

介護が必要な家族等をサポートするケアラーが

相談しやすい環境づくりに向け、ケアラーに係る問 5,601千円（４）ケアラー支援・普及啓発事業

題を周知するとともに、支援体制を整備する。 ヤングケアラーを含む家族介護者が相談しや

すい環境づくりに向け、普及啓発を促進すると
ともに、相談援助従事者研修、相談窓口の運営２ 事業内容

89千円 等により支援体制整備を進める。（１）地域福祉支援計画推進事業

地域福祉支援計画専門分科会開催（１回）

①実施主体 県

(一部をＮＰＯ法人秋田県介護支援専門員協会へ委託)（２）重層的支援体制構築に向けた支援事業

341千円 ②内 容

・市町村に対する研修等開催（２回） ・普及啓発セミナーの開催

・アドバイザー派遣（５市町村） ・相談援助従事者研修の開催
・一般県民等向け地域共生社会セミナー開催 ・オンラインつどいの場の運営

・ＳＮＳ相談窓口の運営

33,973千円 ・普及啓発資料の作成、広報活動の促進（３）重層的支援体制整備事業交付金

複雑な課題を抱える住民等を一体的・重層的 ・ 庁内連絡会議等ケアラー支援推進に向けた

に支援するため、市町村が行う体制整備等を支 の開催

援する。

・補助対象: 能代市、大館市、湯沢市、鹿角市、

由利本荘市、大仙市、にかほ市、井川町、

大潟村（７市１町１村）
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次世代育成支援対策施設整備事業 地域・家庭福祉課

予算額 ２２４,１４０千円（ 194,603 23,600 5,937）○ ○ ○国 債 一

１ 事業目的

整備後代替養育が必要な児童に、より家庭的な生活環

本体施設 施 設 数：１境を提供することにより児童福祉の向上を図るた

整備時期等：令和６年度め、施設の小規模かつ地域分散化を支援する。

施 設 概 要：事務室、一時保護居室、ショ

ートスティ室など２ 実施主体 社会福祉法人等

所 在 地：横手市南町

３ 事業内容

分園型小 施 設 数：５児童養護施設の本体施設と分園型小規模グルー

規模グル 整備時期等：令和５年度 ２施設プケアの整備に要する費用を助成する。

ープケア ※補助対象外の１施設を含む①補 助 先 （福）ファミリーケアサービス

令和６年度 ３施設②対象施設 県南愛児園ドリームハウス（横手市）

施 設 概 要 入所定員６人×５施設③補助対象 ：

所 在 地：横手市安田、横手市南町、令和５年度 分園型小規模グループケア１施設

横手市前郷二番町令和６年度 本体施設 １施設

分園型小規模グループケア３施設

地域小規 施 設 数：１④総事業費 450,692千円

模児童養 整備時期等：平成２２年⑤補 助 額 (令和５年度) 24,903千円

護施設 施 設 概 要：入所定員６人(令和６年度) 224,140千円

所 在 地：横手市安田(総 額) 249,043千円
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子ども虐待防止対策事業 地域・家庭福祉課

（ ）予算額 ４１,７２７千円 19,929 396 30 21,372○ ○ ○ ○国 入 諸 一

1,101千円１ 事業目的 （５）子どもの権利擁護事業

児童虐待の防止や早期発見、早期解決のための取組や ①いじめ等子どもの権利侵害に関する申立があった際の

児童の自立支援等を行う。 秋田県子どもの権利擁護委員会を開催

②○社会的養護に係る子どもからの申し立ての際の家庭新

県 福祉部会の開催や、意見聴取担当職員の研修を実施２ 実施主体

24,475千円３ 事業内容 （６）児童相談所等体制強化事業

265千円 ①児童福祉司等の研修を実施（１）児童虐待防止関係機関連絡会議

②○一時保護所の管理者及び指導職員が研修を受講新

870千円 ③○一時保護所の第三者評価を実施（２）虐待事案検証委員会の設置 新

①虐待による重大事案が発生した際の検証委員会を開催 ④○こども家庭センター統括支援員に対する研修を実施新

②○秋田県社会的養育推進計画の見直しを行い、後期計 ⑤にかほ市内に設置した児童家庭支援センターを委託新

画(令和７～11年度)を策定

（参考）改正児童福祉法への対応（３）虐待対応推進事業 13,877千円

①北・南児童相談所に相談対応を支援する職員を配置 ○こどもの権利擁護の取組（５）②

②児童や保護者からのＳＮＳ相談に対応 ○親子関係再構築に向けた取組（３）③ （４）②、

③○適切な親子関係の構築を支援するため職員向けの研 ○一時保護の体制整備（６）②、③新

修を実施 ○市町村のこども家庭支援体制の構築（６）④

○社会的養育推進計画の策定（２）②

1,139千円 上記のほか、次の事項等を検討し、記載（４）虐待防止啓発事業

①児童虐待防止推進月間における啓発イベントを開催 ・里親等への委託の推進に向けた取組

②○非暴力による適切な親子コミュニケーションを紹介 ・施設の小規模かつ地域分散化、高機能化等新

するパンフレットを作成 ・児童家庭支援センターの機能強化等
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生活保護費 地域・家庭福祉課

（ ）予算額 １,４７６,０８１千円 1,021,137 1 454,943○ ○ ○国 諸 一

7,077千円１ 事業目的 （４）医療等審査費

①委託先「生活保護法」及び「中国残留邦人等の円滑な帰国の

社会保険診療報酬支払基金秋田支部促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者

秋田県国民健康保険団体連合会の自立の支援に関する法律」に基づき、生活に困窮する

者に対し、その困窮の程度に応じて必要な保護及び支援

②対象経費を行う。

・診療報酬明細書の審査事務費及び医療費の医

県（県は町村の事務を行う ） 療機関への支払い事務費２ 実施主体 。

・介護報酬明細書の審査事務費及び介護費の介

護機関への支払い事務費等３ 事業内容
44,756千円（１）保護施設事務費負担金

・補助対象 保護施設

・対象経費 県が入所措置した要保護者が入所等

している施設の運営費

国３／４、県１／４・負 担 率

107,520千円（２）市保護費負担金

・補助対象 市

・対象経費 住所がない又は不明等の要保護者に

対して、市が支弁した保護費等

国３／４(直接補助)､県１／４・負 担 率

1,316,728千円（３）扶助費

生活扶助､教育扶助､住宅扶助､・内 容

医療扶助等

国３／４、県１／４・負 担 率
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地域でつなぐ認知症支援推進事業 長寿社会課

予算額 ６５,９３９千円 29,340 29,354 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○国 入 一7,245 ）

4,637千円１ 事業目的 （３）地域支援体制連携強化事業
認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で 心 ①認知症施策推進ネットワーク事業安

して暮らしていくことができるよう、地域で支える 認知症施策推進ネットワーク会議の設置
体制を強化する。 ・内 容 認知症の人やその家族に対する支援

体制の構築に向けた施策推進等につ
いて検討

、２ 事業内容 ・構成員 家族会、県医師会、県歯科医師会
、 、（１）医療支援体制連携強化事業 58,036千円 認知症疾患医療センター 弁護士会

、 、①認知症疾患医療センター運営費 県警察本部 県民生児童委員協議会
・委託先 市立秋田総合病院ほか８医療機関 介護施設団体 等 計１６名

②認知症対応充実・人材育成事業 ②認知症サポーター養成事業
認知症対応力向上研修等 ・キャラバン・メイト養成研修
・委託先 （一社）秋田県医師会 ほか ・認知症サポーター養成講座
・対 象 医師・歯科医師・薬剤師 看護師等 ・オレンジ・チューター養成研修・

・チームオレンジコーディネーター研修
③若年性認知症支援推進事業 ※あきたオレンジ大使に講師を依頼予定
若年性認知症支援コーディネーターの配置

２名 ③市民後見推進事業（市町村事業）（ ）
・配置先 県立リハビリテーション・精神医療 市町村が行う市民後見推進事業に対する補助

センター ・対象経費 市民後見人養成講座
・補 助 先 横手市

3,266千円（２）福祉支援体制連携強化事業
・認知症初期集中支援チーム員研修
・認知症地域支援推進員研修
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【認知症地域支援推進員】④認知症の予防に資する事業
、 、ⅰ認知症予防部会の設置 認知症の人や家族等の相談対応 認知症カフェの運営等

市町村の認知症施策の推進を担う中核的な存在・内 容 認知症の発症遅延や発症リスクの
低減につながる取組等を検討

【認知症サポーター】・構成員 家族会(若年性認知症)､県医師会､
認知症に対する正しい知識を持つ、認知症の人や家族の秋田大学、認知症疾患医療センタ

応援者ー、協会けんぽ、地域包括支援セ
ンター 等 計９名

【キャラバン・メイト】・オブサーバー あきたオレンジ大使を想定
認知症サポーター養成講座の講師（県・市町村職員等）

ⅱ認知症地域支援推進員研修会
【チームオレンジ】・内 容 認知症予防に資する活動の企画や

認知症の人や家族の支援ニーズと、ステップアップ講座を先進的取組等の研修を実施
受講した認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組み

ⅲ本人と家族への支援に向けた環境づくり
【ステップアップ講座】・内 容 家族会、認知症カフェ、チームオ

認知症サポーター養成講座で学んだ認知症の知識を深めレンジ等の場を訪問し、認知症の
てチームオレンジの活動に参画するなど、実際の支援活動人や家族及び市町村との意見交換
につなげることを目的とした講座を行い、ニーズに沿った支援体制

の充実を図る。
【オレンジ・チューター】

チームオレンジコーディネーター研修の講師⑤ 認知症予防推進事業○新
県広報紙による認知症に関する普及啓発

【チームオレンジコーディネーター】・内 容 認知症に関すること、認知症予防
チームオレンジの立ち上げや運営支援のほか、関係機関に関すること、認知症の相談窓口

等との連携体制構築などの中心的な役割を担う(市町村配置）について、認知症疾患医療センタ
ーについて、あきたオレンジ大使

【あきたオレンジ大使】について 等
認知症の人本人が自らの言葉で思いを発信し、広く認知

症に対する理解を深めるために活動する人
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元気で明るい長寿社会づくり事業 長寿社会課

予算額 ４３,３２３千円 13,739 9,878 19,286 [地域医療介護総合確保基金]（ ）○ ○ ○ ○国 入 諸 一420

②自立支援・介護予防普及啓発事業１ 事業目的
高齢者が元気で充実した生活ができる社会の実 自立支援型地域ケア会議に係る市町村職員向

現に向けて 介護予防の充実を図る 地域支援事業 け研修、市民啓発事業、アドバイザー養成等、 「 」
や「生きがいづくりと健康づくり」を推進する。 ・委託先 （社福）秋田県社会福祉協議会

③アドバイザー・専門職派遣事業
市町村、地域包括支援センターに自立支援型２ 実施主体 県

地域ケア会議の開催や介護予防事業の推進に係
る専門職アドバイザーを派遣
・委託先 （社福）秋田県社会福祉協議会３ 事業内容

18,232千円 ④高齢者虐待防止推進事業（１）高齢者元気アップ支援事業
①県版ねんりんピック開催事業 市町村、地域包括支援センター職員向け虐待

県版スポーツ交流大会の開催 対応力向上研修と権利擁護専門相談窓口の設
置、施設管理者向け権利擁護推進員養成研修

②全国健康福祉祭（ねんりんピック）選手派遣 ・委託先 （一社）秋田県社会福祉士会
事業
全国大会（鳥取県）への県選手団の派遣 ⑤地域包括ケア連携・人材育成推進事業

市町村の介護予防事業の企画・運営や住民主
③福祉・文化のつどい開催事業 体の通いの場に参画するリハビリ専門職の育成

美術展やシニア活動紹介、講演会等の開催 ・補助先 秋田県リハビリテーション専門職協
・補助先 （社福）秋田県社会福祉協議会 議会

14,771千円 ⑥地域包括支援センター機能強化推進事業（２）地域支援事業推進事業
①生活支援体制整備支援事業 地域包括支援センター職員向けの初任者研修

市町村が設置する「生活支援コーディネータ ・補助先 秋田県地域包括・在宅介護支援セ
ー」を対象とした研修、情報交換会の開催等 ター協議会
・委託先 （社福）秋田県社会福祉協議会
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⑦ 地域リハビリテーション支援体制整備推進 ＜想定される推進体制＞○新
事業
有識者会議の開催・
行政、医療機関、専門職団体等で構成する

「秋田県地域リハビリテーション協議会」に
より、地域リハビリテーション支援センター
が担うべき役割について合意形成した上で、
「秋田県地域リハビリテーション推進指針」
を策定し、推進体制を確立する。

・秋田県地域リハビリテーション支援センター
の設置、運営
協議会で決定した指針に則り、秋田県地域

リハビリテーション支援センターを設置し、
運営を委託する。

・委託先 県内医療機関等を想定
＜現在の体制＞

10,320千円（３）高齢者ほっと安心相談事業
高齢者総合相談・生活支援センターの運営
・委託先 （社福）秋田県社会福祉協議会

委託

派遣要請

秋田県地域リハビリテーション協議会
（病院協会、老人保健施設協会、医師会、歯科医師会、薬剤師会、
看護協会、県社会福祉協議会、県リハビリテーション専門職協議
会（OT士会、PT士会、ST士会）、栄養士会、歯科衛生士会、介
護支援専門員協会、保健所、県、市町村等により構成）

県

各協力医療機関
○市町村への専門職派遣
○介護予防事業に関する相談対応

相談・派遣依頼

人材
派遣

各市町村
各地域包括支援センター

○専門職の支援による介護予  
 防・健康づくり事業の展開、
 通いの場の充実、地域ケア 
 会議、認知症総合支援、家
 族介護者支援 等

秋田県地域リハビリテーション支援センター
○市町村、地域包括支援センターに対する支援
○地域リハに従事する専門職の育成
○協力機関、専門職士会の人材資源の把握
○協力医療機関への派遣依頼

全県的な推進指針の提示
事業報告・課題共有

リハ専門職士会
専門職協議会

各医療機関

各市町村
各地域包括支援センター

○専門職の支援による介護予防・
健康づくり事業の展開、通いの場
の充実、地域ケア会議、認知症総
合支援、家族介護者支援 等

県 県社会福祉協議会

派遣依頼・調整

派遣調整事務委託

リハ職個人

派遣依頼

※市町村は、個別に医療機関、各
専門職士会、県社協、個人などに
人材派遣協力を依頼し、事業を実
施している。
人材協力に関する合意形成は、一
部の医療機関としかできていない。

人材派遣

人材派遣

派遣依頼・調整
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地域介護福祉施設等整備事業 長寿社会課

予算額 ４４,３７２千円（ 44,372 ［地域医療介護総合確保基金］○入 ）

②大規模修繕の際に行う介護ロボット・ＩＣＴの１ 事業目的
「市町村介護保険事業計画」及び「県介護保険事 導入支援 2,372千円

業支援計画」等に基づき、各地域において必要な地
域密着型サービスを提供する施設等の整備及び施設 介護施設等において大規模修繕する際に、介
の円滑な開設を促進するため、必要な経費について 護ロボット等の導入に要する経費を補助する。
支援する。

所在地 施設種別 事業者 定員 補助額

市町村、社会福祉法人等２ 実施主体
横手市 小規模多機能型居宅介護 (株)福わらい 9 2,372

事業所３ 事業内容
介護施設開設準備経費等支援事業

①介護施設等開設等前準備経費 42,000千円

介護保険施設等において開設時から質の高
いサービスが提供できるよう、備品購入等に
要する経費を補助する。

所在地 施設種別 事業者 定員 補助額

横手市 定期巡回・随時対応型訪問 (株)abe護社 － 14,000

介護看護事業所

に か ほ 定期巡回・随時対応型訪問 (株)Zebra － 14,000

市 介護看護事業所

美郷町 定期巡回・随時対応型訪問 life(株) － 14,000

介護看護事業所
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介護給付費負担金 長寿社会課

（ ）予算額 １９,３５８,３４１千円 19,358,341○一

（参考）

１ 事業目的

介護保険法の規定に基づき、介護給付費及び第１

号被保険者の保険料減免に要する費用の一定割合を

県が負担することにより、介護保険サービスの提供

及び保険給付の安定的実施を図る。

県２ 実施主体

３ 事業内容

18,856,087千円（１）介護給付費負担金

・介護保険居宅サービスの介護給付費等に要する

費用の12.5%（負担割合：国25%、県12.5%、

市町村12.5%、被保険者50%）

・介護保険施設サービスの介護給付費等に要する

費用の17.5%（負担割合：国20%、県17.5%、

市町村12.5%、被保険者50%）

502,254千円（２）低所得者保険料軽減負担金

第１号被保険者の保険料減免に要する費用の

25%（負担割合：国50%、県25%、市町村25%）

介護給付費負担金の推移

年度
金額

（単位：百万円）
年度

金額
（単位：百万円）

H12 5,513 H25 15,628
H13 6,819 H26 16,145
H14 7,454 H27 16,370
H15 7,699 H28 16,537
H16 8,269 H29 16,865
H17 8,686 H30 17,011
H18 10,664 R1 17,287
H19 11,298 R2 17,605
H20 11,805 R3 17,688
H21 12,636 R4 17,531
H22 13,355 R5（当初予算） 18,702
H23 14,085 R6（当初予算案） 18,856
H24 15,011

低所得者保険料軽減負担金の推移

年度 金額
（単位：千円）

H27 64,945
H28 63,498
H29 62,131
H30 64,717
R1 258,396
R2 452,154
R3 462,397
R4 475,267
R5（当初予算） 483,913
R6（当初予算案） 502,254
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介護人材確保対策事業
長寿社会課

予算額 ７２,１６３千円（ 72,116 47 ［地域医療介護総合確保基金］○ ○入 諸 ）

③介護人材確保対策研修事業１ 事業目的
介護ニーズの拡大と生産年齢人口の減少により、 求職者に向けたＰＲ手法などの採用力向上を

深刻な人手不足が懸念される介護人材を確保するた 図るセミナーや、新人介護職員の定着に向けた
め、多様な人材の参入促進と介護従事者の職場定着 研修等を実施する。
を支援する。

④専任職員の配置
県、介護サービス事業者 ハローワークや関係機関等と連携し、介護分２ 実施主体

野の求職者の掘り起こしの強化とあわせ、求人
・求職につながるマッチングを推進する。３ 事業内容

（１）介護サービス事業所認証評価事業
（３）外国人等介護従事者受入環境整備事業24,981千円

①認証評価制度参加事業所支援 4,050千円
専門セミナーや個別相談会の開催などによ ①外国人材受入研修・相談会の開催

り、認証取得を目指す事業者を支援する。 介護事業所職員向けの各種制度等に係るセミ
ナーや個別相談会等を開催する。

② 上位認証評価制度の構築○新
認証事業所のうち、顕著な取組を行う事業所 ②外国人介護人材受入施設等環境整備事業補助金

を新たに認証・評価する上位認証制度を構築 外国人介護人材の受入施設が行う環境整備に
し、介護業界全体のレベルアップを図る。 要する経費を助成する。

・補助対象 介護サービス事業者
33,273千円 ・対象経費 翻訳機、日本語研修費 等（２）介護人材確保・定着促進事業

①介護従事者新規就労支援事業 ・補 助 率 ２／３
介護未経験者や中高年齢者等の幅広い世代を

対象とした入門研修や、実務訓練等により、介 ③外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業
護職への新規就労を促進する。 補助金

経済連携協定により入国し、介護福祉士を目
②介護人材定着促進事業 指す、外国人介護人材を受け入れた施設が行う

専門アドバイザー派遣による職場環境等の改 日本語学習等に要する経費を助成する。
善支援により、職場定着を図る。 ・補助対象 介護サービス事業者

・対象経費 日本語研修費 等
・補 助 率 ２／３
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9,859千円（４）○カイゴのイメージアップ事業新

①学校連携による介護の仕事の魅力発見事業
生徒・教員等の介護に対する仕事のイメージ

向上を図るため、中学・高校において介護ロボ
ットの操作体験会を開催する。

②ケアワーカー情報発信事業
介護現場で働く介護職員が主役の動画を制作

し、ＳＮＳ等でイメージアップに向けた情報発
信を行うほか、小学生向けに若手介護職員によ
る出前講座を実施する。
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介護業務「カイゼン」推進事業【新規】 長寿社会課

予算額 １９２,２１２千円（ 144,000 12,212 36,000）[地域医療介護総合確保基金]○ ○ ○国 入 一

（２）介護ロボット・ＩＣＴ導入推進支援事業１ 事業目的
介護人材の確保が喫緊の課題とされる中で、介護 180,000千円

ロボット・ＩＣＴを活用し、業務の改善や効率化を 介護従事者の業務負担の軽減や業務効率化によ
効果的に進めることにより、職員の業務負担の軽減 る職場定着を支援するため、介護ロボット・ＩＣ
を図り、介護現場の生産性向上を推進する。 Ｔを導入する介護事業者に対して、導入経費を補

助する。
県、介護サービス事業者２ 実施主体

（事業内容）
補助先：介護サービス事業者３ 事業内容

12,212千円 補助対象：介護ロボット・ＩＣＴ機器導入経費（１）業務改善総合相談センター事業
介護現場の生産性向上を図るため、業務改善総 の一部

合相談センター（仮称）を開設し、介護ロボット 補助率：1/2 又は 3/4
・ＩＣＴ導入に係る相談業務や専門家による伴走 補助上限額：10,000千円
型支援、介護ロボット・ＩＣＴ人材の育成等を実 国庫負担 4/5（介護保険事業費補助金）
施する。

（事業内容）
①介護現場革新会議の開催
②介護ロボット・ＩＣＴ導入に係る相談業務
③専門家による伴走型支援
④介護ロボット等の試用貸出
⑤介護ロボット・ＩＣＴ人材の育成
⑥介護ロボット・ＩＣＴ先進事業所の見学会
⑦生産性向上の関連情報の収集・提供、事業周
知・ネットワーク構築

地域医療介護総合確保基金（国2/3 県1/3)
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障害者県地域生活支援事業 障害福祉課

予算額 １２３,５６６千円（ 49,532 95 73,939）○ ○ ○国 諸 一

14,154千円１ 事業目的 （５）障害者総合支援法研修等事業
障害者総合支援法に基づき、地域の特性や利用者の状 委託先 （福）秋田県身体障害者福祉協会 ほか

況に応じた柔軟な事業形態による事業を実施し障害の有 内 容 サービス管理責任者、強度行動障害支援者
無にかかわらず、安心して暮らすことのできる地域社会 等の養成研修、相談支援従事者研修等の各
の実現を図る。 種研修を実施

県、事業者 306千円２ 実施主体 （６）障害者総合支援法協議会等開催事業
内 容 不服審査会及び自立支援協議会の開催

３ 事業内容
30,944千円 164千円（１）障害者就業・生活支援センター事業 （７）広域的な支援事業

委託先 （福）大館圏域ふくし会 ほか 内 容 地域自立支援協議会等に対する支援、相談
内 容 就業や日常・社会生活で支援を必要とする 支援業務に係る人材育成等の実施

障害者に対する助言等
1,127千円（８）障害者虐待防止対策支援事業

62,214千円 内 容 障害福祉施設従事者や市町村の障害者虐待（２）障害者社会参加促進事業（身体）
委託先 （福）秋田県身体障害者福祉協会 ほか 防止担当職員等に対する研修の実施等
内 容 手話通訳員の設置、障害者社会参加推進セ

ンターの運営、重度障害者の割合が高い市 1,840千円（９）発達障害児者及び家族等支援事業
町村に対する財政支援等 委託先 （地独）秋田県立療育機構

内 容 発達障害児者及びその家族、支援者を対象

とした、障害特性に関する研修等（３） 精神障害者地域移行・地域生活支援事業○新
2,199千円

委託先 秋田県精神保健福祉会連合会 ほか 8,283千円（10）障害分野のロボット等導入支援事業
内 容 精神障害にも対応した地域包括ケアシステ 補 助 先 障害福祉サービス事業所等

ムの構築に資する取組の推進等 対象経費 職員の業務負担軽減、生産性の向上に資
する機器の導入経費

2,335千円 補 助 率 ３／４（国１／２、県１／４）（４）高次脳機能障害相談支援事業
委託先 県立リハビリテーション・精神医療センター
内 容 専門的な相談支援や病院・福祉施設職員等

を対象とした研修等
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障害者差別解消推進事業 障害福祉課

（ ）予算額 １３,０８２千円 4,187 8,895○ ○国 一

6,275千円１ 事業目的 （３）障害者社会参加等促進事業

①研修等開催事業障害を理由とする差別の解消の推進及び共生社

・障害者サポーターの養成、事業所に対する研修会の実現を図るため、県民・事業者及び障害者団

会の開催体と連携し障害者への理解及び社会参加を促進す

②ヘルプマーク・ヘルプカード普及推進事業る。
・ヘルプマーク等の活用促進及び県民等への啓発

③知的障害者地域活動支援事業２ 実施主体 県

・知的障害者本人が企画立案した地域住民と交流

活動を支援３ 事業内容

④障害交流促進事業（１）障害者差別解消推進事業 4,175千円
①紛争解決機関（秋田県障害者差別解消調整委員会の ・障害者の社会参加及び相互交流の促進のための

設置） レクリエーション活動を支援

②相談対応職員の資質向上及び行政職員の理解促進の ⑤心いきいき芸術・文化祭の開催事業

ための研修会の開催 「心いきいき芸術・文化祭」の開催

③専門相談機関の設置 ・開催場所 秋田市

相談窓口 月～金（弁護士相談 隔月１回） ・委託先 （福）秋田県身体障害者福祉協会

委託先 （福）秋田県身体障害者福祉協会

2,632千円（２）障害者理解促進事業
①普及啓発事業

・各種媒体による啓発、条例及び相談窓口の周知

・障害の理解促進のためのハンドブックの作成と

配付

②障害理解促進事業

・小中学校等への出前講座の派遣
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医療的ケア児等総合支援事業 障害福祉課

予算額 ２３,０７５千円 4,312 8,080 10,683 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○国 入 一 ）

（３）キッズ・ナラティブブック秋田構築事業１ 事業目的

医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する 8,080千円

法律に基づき、医療的ケア児等支援協議会、医療 医療的ケア児の支援に携わる多職種間の情報

的ケア児支援センターが連携し、キッズ・ナラテ 共有を図るため、ＩＣＴを活用した連携システ

ィブブック秋田を活用しながら医療的ケア児等の ムの構築に係るシステム導入及び運営等の経費

個々の状況に応じた切れ目のない総合的な支援を を助成する。

行う。 ・補助対象 （一社）秋田県医師会
・対象経費 連携システム構築費、システム

運営費等２ 事業内容

・補 助 率 １０／１０（１）医療的ケア児等支援協議会開催事業

380千円

医療的ケア児等への総合的な支援体制を構築

するため協議の場を設置する。

・委員 医師、訪問看護師、障害福祉業務従

事者、障害児者の家族 ほか

14,615千円（２）医療的ケア児支援センター事業

秋田県医療的ケア児支援センターを秋田県立

医療療育センター内に設置する。

①委 託 先 （地独）秋田県立療育機構
②業務内容

・医療的ケア児等に対する相談支援事業

・医療的ケア児等支援者養成研修及びコー

ディネーター養成研修

・医療的ケア児等コーディネーターフォ

ローアップ研修
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障害児・者施設整備補助事業 障害福祉課

（ ）予算額 ２８,５３０千円 19,020 9,510○ ○国 一

１ 事業目的

障害福祉サービスを提供する障害児・者施設の

整備を促進することにより、障害児・者の福祉の

向上を図る。

２ 補助率

３／４（国１／２、県１／４）

３ 事業内容

設置主体
事業所名

設置
場所

整備
区分

補助額

（同）トゥルース 能代市 創設 放課後等デイサービス 10 28,530

　キッズステーションここはれ

　～心晴～

（単位：千円）

種別・定員(人)
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秋田県心身障害者コロニー整備事業【新規】 障害福祉課

（ ）予算額 ３１,８５８千円 31,858○一

（２）秋田県心身障害者コロニー施設整備検討会１ 事業目的
県が設置し、秋田県社会福祉事業団が運営主体 739千円開催事業

となり施設管理運営を行う秋田県心身障害者コロ 令和５年度に開催した秋田県心身障害者コロ
ニーについて、施設設備の老朽化や入所者の高齢 ニーのあり方検討会の議論を踏まえ、今後の施
化・障害の重度化等の様々な課題へ対応するため、 設整備の方向性等について、検討を行う。
修繕の実施等により、安定的で継続的な障害福祉 ・施設整備検討会の開催
サービスを提供し、利用者が自立した生活を営む 委員：学識経験者、民間支援団体、民間
ために必要な支援を行う。 施設運営者、福祉行政関係者等

２ 事業内容
（１）秋田県心身障害者コロニー修繕事業

＜参考＞31,119千円
秋田県心身障害者コロニー秋田県心身障害者コロニー給食センターに設
■開 設 昭和４６年５月（平成４～１１改築）置されている冷房設備２基のうち１基が故障し
■所 在 地 由利本荘市西目町出戸字孫七山温度管理等の衛生面や職員の健康面で支障が生
■定 員 施設入所支援３４０人ほかじていることから、故障した１基について設備
■施設面積 （延べ）34,470㎡の更新を行う。
■管理運営 （福）秋田県社会福祉事業団・給食センター空調改修工事

（内訳）
工事請負費 30,790千円
委 託 料 329千円
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ひきこもり対策推進事業 障害福祉課

（ ）予算額 １５,７７７千円 8,623 56 7,098○ ○ ○国 諸 一

1,248千円１ 事業目的 （３）ひきこもり地域支援事業

ひきこもり相談支援センターを子ども・女性・ ひきこもりに関する県民向け公開講座、相談

障害者相談センター内に設置し、ひきこもり当事 対応職員を対象とした支援者向け研修、ひきこ

者やその家族等に対する相談支援や関係機関の連 もりの実態調査や情報発信のあり方などに関す

携強化、支援人材の育成等を実施する。 る民間のひきこもり支援支援団体等との意見交

また、一般企業や事業所（職親）の協力の下、 換

ひきこもり当事者に社会参加の機会を提供し、社

会適応性の向上や生活リズムの改善を図ることに

より、ひきこもり状態の解消を支援する。

県２ 実施主体

３ 事業内容

（１）ひきこもり相談支援センター運営事業

11,842千円

ひきこもり支援コーディネーター（３名）を

配置し、相談支援、連絡協議会の開催、支援者

研修会等を実施

・支援対象者 １８歳以上の当事者及び家族

（２）社会とのつながり支援（職親）事業

2,687千円

当事者と職親とのマッチング、職親の協力に

よる当事者への社会参加の機会の提供

・職親登録事業所 ８１箇所

（Ｒ６．１．１現在）
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依存症支援体制整備事業 障害福祉課

（ ）予算額 １,４８４千円 740 744○ ○国 一

108千円１ 事業目的 （３）連携体制の構築
依存症当事者とその家族等を早期から支援し重 依存症支援体制連携会議における依存症支援

症化の予防を図るため、県民の依存症に対する理 状況や課題の共有
解の促進に取り組むとともに、支援者の支援技術 （構成メンバー）保健、医療、福祉、司法、自
の向上と関係機関の連携体制を強化する。 助グループ、行政等

573千円（４）○医療機関における人材育成新

県 依存症専門研修の実施２ 実施主体
・委託先 医療法人回生会秋田回生会病院
・委託内容 医師・コメディカル向け研修

事例検討会でのスーパーバイズ３ 事業内容
316千円（１）依存症に関する普及啓発

・依存症の正しい知識の普及啓発
・リーフレット等を用いた相談窓口の周知
・県民向けセミナーの実施

487千円（２）相談支援体制の充実
①地域の相談機関に対する技術支援
・秋田県版支援ツール（ASAT-A）活用ワーク
ショップの開催
・複雑困難事例に対する助言

②自助グループ等の育成支援
・自助グループ活動に対する助言指導等の実
施

③当事者・家族支援
・秋田県版支援ツールを活用した回復支援
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「あきた健康宣言！」推進事業 健康づくり推進課

予算額 １９,０３９千円 150 1,648 17,241 [地域医療介護総合確保基金]（ ）○ ○国 一○入

113千円１ 事業目的 （３）健康経営普及事業
「健康寿命日本一」の実現を目指し、健康づく 秋田県版健康経営優良法人の優れた取組の紹

りに取り組みやすい環境の整備や、県民一体となっ 介等により健康経営の普及を促進
た健康づくり県民運動を展開することにより、県民
の健康意識の向上を図る。 2,859千円（４）食からの健康応援事業

①県民の食意識向上、食環境整備事業
・「秋田スタイル健康な食事」の推進２ 実施主体

県､市町村､秋田県健康づくり県民運動推進協議会 ・地域住民への食生活改善に関する啓発
委託先：秋田県食生活改善推進協議会

・栄養士による出前講座の実施３ 事業内容
6,250千円 委託先：（公社）秋田県栄養士会（１）「あきた健康宣言！」推進事業

①「あきた健康宣言！」周知事業 ・「もう一皿野菜をプラス！」キャンペーン
テレビ・ラジオ、新聞等を活用した情報発信 ・学校、給食を活用した若年期からの普及啓発

②秋田県健康づくり推進体制整備事業 ②栄養･食生活改善に取り組む人材の育成･確保事業
「秋田県健康づくり県民運動推進協議会」総 各地域における食生活改善講座の開催等
会の開催や、ウェブサイト、ＳＮＳを活用した ③あきた食育推進事業
協議会会員の取組情報等の発信 「食の国あきた」推進会議及び食育地域ネッ

トワーク会議の開催
1,804千円（２）地域健康づくり人材活性化事業

①健康長寿推進員の活動支援 609千円（５）運動による健康づくり推進事業
市町村が育成する健康づくり人材を積極的に 運動習慣の定着を図るため、アプリを活用し
活用する市町村を支援 たウォーキングイベントを実施
・補助対象 市町村
・対象経費 研修、勉強会、健康づくりイベ 459千円（６）「健康な美酒王国」秋田推進事業

ント他団体との交流 等 第２期秋田県アルコール健康障害対策推進計
・補 助 率 県１／２ 画に基づく普及啓発等の取組を実施

②健康づくり地域マスターの育成
県民運動の牽引役となる健康づくり地域マス

ターの育成
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1,648千円（７）フレイル予防啓発事業
・食生活に関する出前講座の実施
委託先：（公社）秋田県栄養士会

・ユフォーレを活用した運動に関する出前講
座の開催
委託先：河辺地域振興（株）

・市町村の職員等を対象とした講習会の開催
・健康づくり地域マスターを対象とした専門
研修の開催
委託先：河辺地域振興（株）

4,374千円（８）健康づくりに関する調査事業
「健康秋田２１計画」など各種計画の進捗管
理や健康寿命日本一に向けた各種施策等を検討
する上で必要なデータを収集するための調査を
実施

（９）学童期から始める健康づくり総合啓発事業
923千円

①学童期の健康づくり推進事業
・健康寿命日本一クイズ秋田県版の制作 等
委託先：（株）秋田魁新報社

・リモートによる健康づくり出前講座の実施
② 子ども健康会議開催事業○新
子ども自らが健康について考え、健康づくり

を実践するための会議の開催
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「受動喫煙ゼロ そして禁煙」推進事業 健康づくり推進課

（ ）予算額 １３,８０５千円 6,880 36 6,889○ ○ ○国 諸 一

＜参考＞１ 事業目的
たばこを原因とする生活習慣病を予防するため、

【秋田県受動喫煙防止条例に基づく検討委員会】禁煙支援、若い世代の喫煙防止、受動喫煙防止の
３つの観点から、たばこ対策を推進する。

○条例の検討
、 、２ 実施主体 県 条例の附則において 条例施行後５年を目途に

条例の施行の状況、事業者等の取組の進展等を勘
案し、受動喫煙を防止するための措置について３ 事業内容

1,383千円 検討を加えること等が規定されていることから、（１）禁煙支援事業
①子育て世代や働き盛り世代の喫煙者に対する 有識者等による検討委員会を開催する。
禁煙支援 604千円

○検討委員会②県民向けフォーラムの開催 779千円
・実施回数

356千円 ２回を予定（２）若い世代の喫煙防止事業
大学生等を対象にした喫煙の習慣化防止に関
する啓発や講義の実施 ・構成

保健医療分野をはじめ、経済、教育分野
12,066千円 のほか、関係団体の委員で構成（３）受動喫煙防止事業

①望まない受動喫煙防止に向けた啓発
1,239千円 ※委員の報酬、旅費等は経常予算に計上

・事業所等を対象に講習会等を活用した受動 （153千円）
喫煙防止の啓発
秋田県受動喫煙防止条例の規定を上回る措・
置を講じる施設への標識ステッカーの配布

②改正健康増進法及び秋田県受動喫煙防止条例
に基づく指導・相談対応 10,827千円
受動喫煙防止対策推進員の配置（４人）
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がん対策総合推進事業 健康づくり推進課

予算額 １４５,１７１千円 50,306 15,000 4,817 75,048 [地域医療介護総合確保基金]（ ）○ ○ ○ ○国 入 諸 一

②がん薬物療法機能強化事業費補助金１ 事業目的
がんになっても安心して暮らせる地域社会を実現 15,000千円

するため、がんに関する情報発信やがん診療機能の がん拠点病院等に対して、がん薬物療法に関
強化、患者に対する支援等を行う。 する指導・助言等を行う専門医の配置に要する

経費への補助
国、県、市町村、がん拠点病院等、 ・補助対象 秋田大学医学部附属病院２ 実施主体
がん患者団体 ・補 助 率 １０／１０

③ 緩和医療機能強化事業費補助金 7,500千円３ 事業内容 ○新
8,324千円 がん拠点病院等に対して、緩和医療に関する（１）がん登録推進事業

医療機関からのがん届出情報の審査、登録情 指導・助言等を行う専門医の配置に要する経費
報の市町村・医療機関への提供及びデータベー への補助
スの管理等 ・補助対象 秋田大学医学部附属病院
・委託先 （公財）秋田県総合保健事業団 ・補 助 率 １０／１０

（国研）国立がん研究センター
800千円（４）緩和ケア推進事業

4,817千円 医師・看護師・介護職員等を対象とした緩和（２）多目的コホート研究事業
（国研）国立がん研究センターからの受託に ケア病棟等における実地研修の開催

よる生活習慣とがんなどの病気との関係を明ら ・委託先 秋田県緩和ケア研究会
かにするための疫学調査の実施
・実施地域 横手市 226千円（５）がん対策推進計画進行管理費

計画を推進するための活動経費
116,000千円（３）がん診療機能等強化事業

①がん診療機能等強化事業費補助金 93,500千円 14,277千円（６）がん患者支援推進事業
地域がん診療連携拠点病院等の診療機能等の ①医療用補正具助成 7,995千円

強化に要する経費への補助 医療用補正具の購入費用の助成を行う市町村
・補助基準額 １病院当たり８,５００千円 への補助
・補 助 率 １０／１０ ・補 助 先 市町村

（国１／２、県１／２） ・助成限度額
・対 象 経 費 医療従事者研修、患者の相談 ウィッグ １人当たり１５千円

支援等 乳房補正具 １人当たり１０千円
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②がん患者等の妊よう性温存支援 5,556千円 ③若年がん患者在宅療養支援 726千円
がん患者等の妊よう性温存に係る相談ネット 若年がん患者の福祉用具の貸与・購入に要す

ワークの構築及びその治療に要する費用等への る経費への補助
助成 ・補 助 対 象 １８歳から３９歳までの在宅
・補 助 対 象 ４３歳未満（所得制限なし） 療養を希望するがん患者
・補助基準額 ・補助基準額 貸与 月額 ３０千円
ア 妊よう性温存療法 購入 年額１００千円

・補 助 率 ９／１０治療種別 補助基準額
精子凍結 ３０千円

727千円卵子凍結 ２００千円 （７）がんとの共生社会推進事業
①ピア・サポート活動への支援 150千円精巣内精子採取 ３５０千円
がんサロン等の開催経費への補助受精卵凍結 ３５０千円
・補 助 対 象 県内のがん患者団体卵巣組織凍結 ５００千円

イ 温存後生殖補助医療 ・補助基準額 １５千円
・補 助 率 １０／１０治療種別 補助基準額

胚(受精卵)を用いた治療 １００千円
※「ピア･サポート活動」未受精卵子を用いた治療 ２５０千円
同じ体験をした仲間が相互に助け合い、問題に対応卵巣組織再移植後の治療 ３００千円
するための知識や情報を共有する活動精子を用いた治療 ３００千円

※採卵したが状態の良い卵が得られないため
②がん患者団体ネットワーク・情報発信強化中止した場合 １００千円

313千円※人工授精の場合 １０千円
・補 助 率 １０／１０ がん患者団体の交流会の開催及び情報発信

（国１／２、県１／２） ・委託先 秋田県がん患者団体連絡協議会
きぼうの虹

③若い世代からのがん教育 264千円
ＡＹＡ世代を対象としたがんとの向き合い方

を学ぶ講座やがんサバイバーとの交流等の実施
・委託先 秋田大学
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福祉医療費等助成事業 国保医療室

（ ）予算額 ４,４５５,１６３千円 4,455,163○一

80,860千円１ 事業目的 （２）福祉医療費支給事務費補助金
乳幼児及び小中高生、ひとり親家庭の児童、高 ①実施主体 市町村

齢身体障害者、重度心身障害（児）者の心身の健 ②補 助 率 １／２
康保持と生活の安定を図るため、医療費の自己負 ③内 訳
担分等に対し、助成を行う。 ・審査支払手数料 50,270千円

・更新等事務費 2,154千円
・システム改修費・広報周知費２ 事業内容

4,039,066千円 28,436千円（１）福祉医療費補助金
①実施主体 市町村

※ システム改修費・広報周知費は、令和６年８月より②補 助 率 １／２
実施予定の精神障害者への助成に係る費用を計上。③内 訳

332,387千円（３）福祉医療基盤強化補助金
福祉医療の実施に伴い国から課される市町村

国保の国庫負担金等減額措置相当額に対して補
助する。
①補助対象 前年度の減額措置相当額
②補 助 率 １／２

2,850千円（４）保険医療機関指導費補助金
県医師会・県歯科医師会が保険医療機関に行【拡充分（内訳 】令和６年８月診療分から実施予定）

う福祉医療制度の周知等に要する経費に対して○乳幼児・小中高生
補助する｡高校生まで延伸及び所得制限撤廃
・補 助 額
（一社）秋田県医師会 2,073千円受給者数 約26,000人
（一社）秋田県歯科医師会 777千円所要額 92,493千円

○重度心身障害（児）者
精神障害者手帳１級かつ自立支援医療の受給者

受給者数 約2,000人
所要額 53,220千円

区分 受給者数（人） 所要額（千円）

乳幼児・小中高生 約９６，０００ １，０１１，８３４

ひとり親家庭の児童 約９，０００ １７４，０４５

高齢身体障害者 約１２，０００ ５９４，２６９

重度心身障害（児）者 約３２，０００ ２，２５８，９１８

計 約１４９，０００ ４，０３９，０６６
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国民健康保険事業 国保医療室

（ ）予算額 ９１,４６５,２４７千円 23,692,378 24,392,009 32 5,662,439 37,718,389○ ○ ○ ○ ○分 国 財 入 諸

11,718千円１ 事業目的 （３）国保ヘルスアップ事業

国保財政運営の主体として、国保事業費納付金 レセプト情報や健診情報を活用した医療費分析

制度の運用や保険給付費等交付金の交付、市町村 を行い、地域の健康課題を抽出して、市町村保健

への支援体制の整備等を行い、国保財政の安定化 事業への助言・指導などを行う。

及び事業の効率化を図る。

205,999千円（４）その他

２ 事業内容

74,059,774千円（１）保険給付費等交付金

①保険給付費等交付金（普通交付金）70,324,961千円

市町村が負担する保険給付費を全額交付し、

国保財政の安定化を図る。

②保険給付費等交付金（特別交付金） 3,207,332千円

収納対策などの市町村国保事業の運営の安定

化に資する事業の実施状況や、その他災害等個

別の事情に応じて交付金を交付する。

③県版保険者努力支援制度交付金 527,481千円

「健康寿命日本一」の実現に向けて、糖尿病

重症化予防対策や健診受診率向上のための事業

などに積極的に取り組んでいる市町村を支援す

るため、交付金を交付する。

17,187,756千円（２）後期高齢者支援金等

後期高齢者医療や介護保険等への納付金を負担

する。
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医療費指数 所得指数 医療費指数 所得指数

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

1 秋田市 1.055 0.997 6,987,936,522 5,662,238,050 138,653 135,978 101.97% 14 小坂町 0.972 0.882 106,494,680 77,661,485 116,600 116,150 100.39%

2 能代市 1.001 0.967 1,241,993,380 963,083,189 128,346 126,255 101.66% 15 上小阿仁村 1.119 1.125 68,899,596 51,165,565 135,171 135,615 99.67%

3 横手市 0.931 0.937 2,086,676,220 1,598,885,612 123,054 122,245 100.66% 16 藤里町 1.061 1.018 90,833,101 72,534,789 141,640 148,337 95.49%

4 大館市 0.962 0.946 1,538,952,151 1,172,213,784 123,820 120,231 102.99% 17 三種町 1.052 1.064 452,366,174 333,781,126 132,488 142,574 92.93%

5 男鹿市 1.128 0.928 773,776,717 580,460,865 130,980 134,068 97.70% 18 八峰町 0.994 1.045 217,514,821 176,380,125 149,178 134,241 111.13%

6 湯沢市 0.897 0.844 1,059,476,402 820,404,668 117,415 110,861 105.91% 19 五城目町 1.106 0.872 224,699,144 171,475,248 129,989 139,964 92.87%

7 鹿角市 0.985 1.016 696,595,036 529,312,118 127,585 124,684 102.33% 20 八郎潟町 1.008 0.842 137,638,428 112,003,754 128,442 126,113 101.85%

8 由利本荘市 1.035 1.020 1,916,510,900 1,415,145,613 131,159 133,841 98.00% 21 井川町 1.102 0.923 108,108,332 77,784,261 127,367 138,457 91.99%

9 潟上市 0.974 0.880 719,455,859 535,059,232 118,674 117,334 101.14% 22 大潟村 0.963 4.465 468,648,474 341,449,383 282,805 350,064 80.79%

10 大仙市 0.972 1.016 1,924,711,333 1,545,916,945 134,716 132,781 101.46% 23 美郷町 0.996 1.017 498,023,982 397,575,025 136,256 135,203 100.78%

11 北秋田市 0.929 0.915 681,619,680 517,603,558 120,097 117,117 102.54% 24 羽後町 0.950 0.913 375,975,212 291,851,012 124,752 118,938 104.89%

12 にかほ市 0.967 1.222 680,477,618 527,898,312 139,263 136,695 101.88% 25 東成瀬村 0.912 1.089 55,045,596 42,978,016 129,920 122,601 105.97%

13 仙北市 0.975 0.825 579,950,638 425,388,712 115,483 111,626 103.46% － 1.000 23,692,379,996 18,440,250,447 132,148 130,957 100.91%

令和６年度分国民健康保険事業費納付金算定結果

按分指数 按分指数

計

保険者名

令和６年度
事業費納付金

令和６年度
必要保険税総額

令和６年度
一人当り
国保税額
（理論値）

令和５年度
一人当り
国保税額
（理論値）

Ｅ／Ｆ

保険者名

令和６年度
事業費納付金

令和６年度
必要保険税総額

令和６年度
一人当り
国保税額
（理論値）

令和５年度
一人当り
国保税額
（理論値）

Ｅ／Ｆ
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心はればれ県民運動推進事業 保健・疾病対策課

予算額 １１２,０９１千円（ 76,349 76 35,666）○ ○ ○国 諸 一

⑤地域自殺対策推進センター運営事業１ 事業目的
誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現 3,873千円

に向け、民・学・官・報の一層の連携強化による、 自殺対策連携推進員の配置による市町村等
自殺予防活動を展開する。 への支援

主な事業内容 自死遺族や自殺未遂者の相
談支援、保健所や市町村の

県、市町村、秋田大学、民間団体等 取組支援等２ 実施主体

176千円（２）心の健康づくり推進事業
健康づくり審議会「心の健康づくり推進分３ 事業内容

68,108千円 科会」の開催（１）地域自殺対策強化事業
①電話相談支援事業 12,103千円

「あきたいのちのケアセンター」における 2,738千円（３）自殺予防県民運動推進事業
相談支援 「秋田ふきのとう県民運動実行委員会」の

②人材養成事業 899千円 事業活動に対する補助
心はればれゲートキーパー養成講座 対象経費 実行委員会の運営費及び研修会、

委託先 秋田ふきのとう県民運動実行委員会 県民運動大会、街頭キャンペー
③普及啓発事業 1,203千円 ン（３回） 等

・ふきのとうホットラインリーフレット等の作成
・地域振興局による関係機関ネットワーク会議や 724千円（４）自殺未遂者支援事業

街頭キャンペーン 等 自殺未遂者に対する地域の支援体制の構築
④地域自殺対策強化事業費補助金 50,030千円 に向けた関係者会議及び研修会の開催

市町村、民間団体等による自殺予防活動に 対象者 医療関係者、消防、行政関係者等
対する支援

（５）精神疾患に対する医療等の支援対策強化事業補 助 対 象 市町村、民間団体等（11
団体等） 751千円

主な事業内容 対面・電話相談窓口の設 自殺との関連が深い、うつ病等の精神疾患
置、サポーター養成研修、 に関する相談員や医療関係者の対応力向上を
交流サロン活動等 図るための研修会の開催
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17,360千円 【参考】（６）ＳＮＳ相談支援事業
ＳＮＳによる相談を実施する民間団体に対 令和５年の自殺者数について（警察統計：暫定値）

する補助
補助対象 ＮＰＯ法人蜘蛛の糸

22,234千円（７）秋田大学自殺予防センター事業
「民・学・官・報」の連携強化に向けた、

秋田大学自殺予防総合研究センターで実施す
る自殺対策の実践的研究に対する補助

【主な事業内容】
①中高生へのＳＯＳの出し方教育

ＳＯＳの出し方教育の実施、効果検証等
②自殺未遂の救急患者に対する医療・保健の連携

体制強化
自殺未遂により搬送された救急患者の心のケ

アを図るための対応訓練の実施
③自殺未遂者支援

未遂者支援を行う現場の課題抽出や支援者を
対象とした研修会の実施

④○新秋田モデルの構築新

これまで本県が取り組んできた事業から抽出 〇自殺者について
した効果的な取組や、他地域における優れた自 ・男性は前年に比べ41人の減、女性は11人増加
殺対策事業の調査を参考に、高齢者対策を中心 ・年代別では、20代及び80代以上の高齢者が増加
とした新たな自殺対策を構築・提案

〇来年度の事業について
・女性や若者の自殺対策として、ＳＮＳ相談支援

事業にかかる支援体制の強化
・高齢者に焦点を当てたゲートキーパー養成講座

の実施

〇令和５年の自殺者数

計

男

女

人数 前年(人) 増減（人） 増減率（％）
194 224 △ 30 △ 13.4

117 158 △ 41 △ 25.9

77 66 11 16.7

〇年代別の自殺者数

人数 比率（％） 前年(人) 増減（人）
総数 194 100.0 224 △ 30

～19歳 4 2.1 6 △ 2

20～29歳 16 8.2 14 2
30～39歳 15 7.7 20 △ 5
40～49歳 31 16.0 35 △ 4
50～59歳 26 13.4 34 △ 8
60～69歳 24 12.4 30 △ 6
70～79歳 32 16.5 42 △ 10
80歳以上 46 23.7 43 3
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妊娠・出産への健康づくり支援事業 保健・疾病対策課

（ ）予算額 ６５,４７２千円 5,897 59,575○ ○国 一

ⅱ）特定不妊治療に併せて行われる保険適用１ 事業目的
安心して妊娠・出産ができる環境づくりに向け、 外の先進医療に要する費用の一部を助成

総合的な支援を行う。 ・対象者年齢 43歳未満（男性は年齢制
限なし）

県、市町村 ・助成回数 １年に１回まで２ 実施主体
・助成上限額 10万円

３ 事業内容
5,250千円 ⅲ）先進医療とならない保険適用外の治療を（１）母体健康増進支援事業

①妊婦歯科健康診査事業 5,154千円 含む治療にかかる費用の一部を助成
市町村が実施する妊婦歯科健康診査に要す ・対象者年齢 43歳未満（男性は年齢制

る経費の一部を助成 限なし）
・対 象 回 数 １回 ・助成回数 １年に１回まで
・補助基準額 4,000円 ・助成上限額 30万円
・補 助 率 県１／２、市町村１／２

各制度利用のイメージについては次ページ②HTLV-1(ヒトＴ細胞白血病ウイルス)母子感染
の参考図１、保険適用後の助成例について普及啓発 96千円
は参考図２を参照リーフレットを作成し、妊婦や保健従事者

等への正しい知識の普及啓発の実施

②不妊専門相談センターの運営等 3,024千円（２）幸せはこぶコウノトリ（不妊治療総合支援）
49,374千円 不妊治療（不育症）に関する情報を提供す事業

①不妊治療に要する治療費の助成 46,350千円 るとともに、医師、看護師、助産師及び心理
ⅰ 「特定不妊治療」の治療費のうち、公的 士による相談支援を実施）
医療保険適用後の自己負担額の一部を助成 ・委 託 先 秋田大学
・対象者年齢 43歳未満（男性は年齢制限 ・相談体制 電話、面接、ウェブ

なし）
・助成上限額

保険適用となる６回目までは１回当た
り９万円。保険が適用されない７回目か
ら９回目までは1回当たり30万円

40



】【参考図２ （不妊治療に要する治療費の助成）

】【参考図１ （不妊治療費助成制度のイメージ）

＜助成の例＞ 妻43歳に

妻36歳妻37歳 妻38歳妻40歳 なるまで

○助成回数は１子ごとに９回まで（保険適用は最大６回まで）とし、対象年齢は43歳未満とする。

○初回治療における妻の年齢が40歳以上の場合、３回まで助成する。

保険適用後

妻34歳

①～⑥回 ⑦回 ⑧回 ⑨回 ①～⑥回 ⑦回 ⑧回 ⑨回 出生につき最大3回

保険適用
(治療費の7/10)

保険適用(治療費の
7/10)

保険適用(治療費の
7/10)

県単9万円／回 県単9万円／回 県単9万円／回

第１子の出生のための治療 第２子の出生のための治療 第３子以降の出生のための治療

県単
30万

県単
30万

県単
30万

県単
30万

県単
30万

県単
30万

出生 出生

【参考図１】

ⅰ）保険適用のみ

自己負担

（3割）

助成（上限９万円）

ⅱ）保険外併用（保険適用と「先進医療」と認められる治療との組合せ）

自己負担

（3割） ＋

助成（上限９万円） 助成（上限10万円）

ⅲ）先進医療とならない保険適用外の治療を含む場合

＋ ＋

助成（上限30万円）

保険（7割）

保険（7割） 先進医療（全額自己負担）

保険診療（全額自己負担） 先進医療（全額自己負担）

先進医療を除く

保険適用外治療

（全額自己負担）
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1,457千円 645千円（３）難聴児支援事業 （５）妊娠・出産包括支援推進事業
①難聴児補聴器購入費助成事業補助金 ①母子保健コーディネーター育成研修 550千円

1,162千円 市町村が設置する子育て世代包括支援セン
身体障害者手帳の交付対象とならない中軽 ターにおいて中心的な役割を果たす母子保健

度の聴覚障害児の補聴器購入及び修理に要す コーディネーターの育成
る経費の一部を助成 ・委 託 先 秋田県助産師会
・対 象 者 中軽度の難聴児（聴力レベル ②母子保健連絡調整会議 95千円

30dB以上70dB未満） 保健所や市町村との情報交換、事例検討及
・補 助 率 県１／３、市町村１／３ び研修

② お子さんのきこえのハンドブック作成○新
295千円 399千円（６）不育症検査費用助成事業

新生児聴覚検査により診断を受けた難聴児・ 先進医療における保険適用外の検査費用の
ろう児を持つ家族等に向け、難聴に関する理 一部を助成
解を深めるためのハンドブック作成 ・対 象 者 不育症治療者

・助 成 額 一回 ６万円を上限
7,381千円（４）女性の健康支援事業

（７） 母子健康手帳プラスブック作成事業①女性健康支援センター事業 7,031千円 ○新
女性健康支援センターにおいて、思春期か 966千円

ら更年期に至る女性を対象とした身体的・精 早産等により小さく生まれる児のための
神的な悩みに関する相談支援 「母子健康手帳プラスブック（リトルベビー
・委 託 先 ＮＰＯ法人ここはぐ ハンドブック 」の作成）
・相談体制 ＳＮＳ、ウェブ、電話、面接、 ・対 象 者 未熟児等の母親及び家族

受診同行等 ・作 成 数 500部
②計画策定検討会 350千円

次期「すこやかあきた夢っ子プラン」にお
ける母子保健分野の評価及び計画策定に関す
る検討会の開催
・委 員 11名
・開催回数 年３回
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感染症予防計画推進事業【新規】 保健・疾病対策課

予算額 ４３,８５９千円 757 37,500 5,602 [地域医療介護総合確保基金]（ ）○ ○ ○国 入 一

19,014千円１ 事業目的 （２）新興感染症対応人材育成事業
令和６年度から新たな「秋田県感染症予防計画」が施 ①IHEAT人材育成

行されることに合わせ、今後の感染症危機に備えた医療 有事に保健所業務を支援する潜在保健師等（IHEAT
提供体制の整備や人材の育成など、新興感染症対策の充 要員）に対する研修を実施
実強化を図る。 ・委 託 先 秋田県看護協会

・対 象 潜在保健師等のIHEAT登録者
県、医療機関、秋田大学 ②感染症対応体制強化事業費補助金２ 実施主体

医療機関が行う感染症専門人材の育成や地域のネッ
トワークづくりに対する補助
・対 象 新興感染症患者の病床を確保する病院３ 事業内容

4,845千円 ・補 助 率 県10/10（１）新興感染症医療提供体制整備事業
県内各医療機関と病床確保や発熱外来の設置等にかか ・補 助 額 2,500千円（上限）

る協定（医療措置協定）を締結するなど、新興感染症発
生時に迅速かつ確実に機能する体制を整備 20,000千円（３）感染症対応基盤強化事業
・医療機関との協定の締結 秋田大学感染統括制御・疫学・分子病態研究センター
・流行初期医療確保措置にかかる経費 が行う、新興感染症が発生した場合に備えた体制構築の
・患者搬送車維持管理 取組等に対する補助
・健康環境センターへの検査機器整備 ・補助対象 秋田大学

・補 助 率 県10/10

【流行初期医療確保措置】
協定に基づいて流行初期の感染症医療を提供する医療機

関に対し、補助金等が充実するまでの一定期間、減収分を
補填する措置

【流行初期医療確保措置にかかる経費】
流行初期医療確保措置の事務を執行する国保連合会等が

構築するシステムの運用保守経費の県負担額

【 】IHEAT：Infectious disease Health Emergency Assistance Team
保健所等で積極的疫学調査を中心とした業務を支援する

支援協力者の名簿に登録された保健師、看護師等の専門職
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難病相談・生活支援事業 保健・疾病対策課

（ ）予算額 ７,３３９千円 3,647 3,692○ ○国 一

①慢性疾病児童等地域支援協議会 389千円１ 事業目的
難病患者等の療養生活上の悩みや不安を取り除き 小児慢性特定疾病児童等とその家族の現状、

社会参加や自立を支援するため、相談支援や一時入 や課題を把握し、実情に応じた支援策につい
院事業等を行う。 ての協議

・開催回数 年２回
、 、２ 実施主体 県、市町村 ・構 成 員 医師 医療ソーシャルワーカー

労働局、患者会、教育庁

② 小児慢性特定疾病児童等自立支援員研修会３ 事業内容 ○新
5,195千円 182千円（１）難病相談支援センター事業

難病患者やその家族等からの相談に対する助言 各保健所の自立支援員を対象とした専門家
や情報提供などの実施 等による先進事例の講義やグループワーク等
・委 託 先 ＮＰＯ法人秋田県難病団体連絡協 ・開催回数 １回

議会 ③療養相談会 114千円
・事業内容 相談支援員の配置 各種相談支援 患者会等による疾病や療養の状況に応じた、 、

ピアサポート事業の実施等 相談支援や情報提供等
・開催回数 １回

（２）小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業

302千円 1,157千円（４） 在宅難病患者一時入院事業○新
市町村が行う小児慢性特定疾病児童等に対する 介護者の病気や休息（レスパイト）により在

パルスオキシメーターや特殊寝台等の日常生活用 宅介護の継続が困難になった在宅難病患者の一
具給付事業に対する補助 時入院の支援
・補助率 市 ：１／２（国１／２） ・対象者 人工呼吸器装着等により医学的管

町村：３／４ 国１／２ 県１／４ 理下に置く必要がある難病患者（ 、 ）
・委託先 難病診療連携拠点病院

685千円 (予定) 難病診療分野別拠点病院（３）小児慢性特定疾病児童等自立支援事業
小児慢性特定疾病児童等の健全育成や自立を支 難病医療協力病院

援するための関係者による協議会、自立支援員研 ・委託費 19,270円×入院日数（上限14日）
修及び療養相談会の開催 ※診療報酬への上乗せ
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地方独立行政法人秋田県立病院機構支援事業
医務薬事課

予算額 ６,０６４,９５２千円 6,064,952）（○一

273,789千円１ 事業目的 （２）共済費負担金

県立病院機構が担う 救急医療 高度医療 精 地方公務員等共済組合法に基づく負担「 」「 」「

神医療」などの政策医療や、循環器・脳脊髄センタ ・共済組合の給付に要する経費

ー及びリハビリテーション・精神医療センターの研 ・共済の事務に要する経費

究を推進し、県民への医療サービスの向上を図るた

め、その運営に要する経費を交付する。

県２ 実施主体

３ 事業内容

5,791,163千円（１）政策医療等に対する交付金

①循環器・脳脊髄センター 3,616,343千円

・救急・高度医療に要する経費

・研究部門に要する経費

・医療機器等の整備に要する経費 等

②リハビリテーション・精神医療センター

2,174,820千円

・リハビリテーション医療に要する経費

・精神・高度医療に要する経費

・医療機器等の整備に要する経費 等
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災害医療体制整備事業 医務薬事課

予算額 ２９,８６８千円 5,406 3,545 15 20,902 [地域医療介護総合確保基金]（ ）○ ○ ○ ○国 入 諸 一

4,562千円１ 事業目的 （３）保健医療福祉調整本部の強化
本部構成員（災害医療コーディネーター等）の研修災害の頻発・大規模化に鑑み、災害現場や避難

及び本部訓練に要する経費所において救護に当たる保健医療活動チームを整備
するとともに、病院の負傷者受入調整、医療チーム

9,767千円派遣調整等に当たる秋田県保健医療福祉調整本部の （４）災害救急情報センターの運営
病院の被災状況の把握や患者搬送調整に用いるシス機能を強化する。

テム（ＥＭＩＳ）の運営等に要する経費
２ 事業内容

3,545千円 5,099千円（１）災害医療従事者の育成 （５）災害派遣医療チーム等の養成
災害医療従事者を育成する講習会開催に要する経費 隊員の養成及びＪＭＡＴ装備品整備等にＤＭＡＴ

要する経費
6,895千円（２）災害医療体制の整備

被災地への保健医療活動チーム（ＤＭＡＴ、ＪＭＡ
Ｔ等）の派遣等に要する経費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保健医療福祉調整本部

保健所

（地域保健医療福祉調整本部）

市町村の災害対策本部病院・施設

ＤＭＡＴ調整本部●保健医療活動チーム
　・ＤＭＡＴ　災害派遣医療チーム

　・ＪＭＡＴ　日本医師会災害医療チーム
　・ＤＰＡＴ　災害派遣精神医療チーム
　・日本赤十字社
　・災害支援ナース

　・ＤＨＥＡＴ　災害時健康管理支援チーム
　・ＤＷＡＴ　災害派遣福祉チーム

　・歯科医師チーム

　・薬剤師チーム
　・看護師チーム　　など　

国

他都道府県

　　　

災害対策本部

被災地域

災害拠点病院

連携

　＜災害医療体制＞
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在宅医療推進支援事業（(新)秋田県在宅医療推進センター（仮称）運営事業） 医務薬事課

予算額 ４８,４６１千円 48,461 ［地域医療介護総合確保基金］（○入 ）

（４）研修会の開催１ 事業目的

地域包括ケアシステムの構築に向け、各圏域における 医療・介護従事者に対し、ＩＣＴを活用した多職種

在宅医療提供体制の構築と介護との連携強化を図るた 連携やＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の

め、在宅医療に携わる多職種の連携を促進する「在宅医 普及に向けた実務研修等を開催する。

療推進センター（仮称 」を設置し、郡市医師会等と連）

（５）医療従事者への安全対策研修等の開催携しながら在宅医療を推進する。

在宅訪問中の暴力やハラスメント防止対策に関する

研修会等を開催する。

県（委託先：秋田県医師会）２ 実施主体

〈在宅医療推進体制〉

３ 事業内容

(１）在宅医療推進協議会の開催

各圏域において、医師のグループ化や

多職種連携等に関する協議を行う。

(２）医療・介護連携推進協議会の開催

各圏域において、市町村や地域包括支

援センター等と医療介護の連携に関する

協議を行う。

(３）在宅医療ＤＸ推進協議会の開催

有識者や医療機関からなる協議会を開

催し、オンライン診療や多職種連携など、

在宅医療のデジタル化の推進に向けた協

議・検討を行う。

●介護・福祉サービス

●診療所・病院

圏域：　８圏域（第７次医療計画における二次医療圏単位）　　　

●歯科診療所
●薬局

●訪問看護ステーション

●予防健康づくり

●生活支援

   ○在宅医療に必要な連携を担う拠点として、
　    各圏域 の医療・介護の連携促進を図るほか、
　 　全県単位で推進すべき事項に取り組む。
　
　　（例）　・圏域内での協議の場を設定
　　　　　　・在宅医療におけるＩＣＴ普及推進
　　　　　　・ＡＣＰの普及　など

　（連携推進）市町村・地域包括支援センター

市町村・
地域包括支援センター

市町村・
地域包括支援センター

市町村・
地域包括支援センター

　在宅医療の圏域

　　秋田県在宅医療推進センター（仮称）

連携

　　　在宅療養支援診療所・病院
　　

　　

　　○求められる医療機能①～④の確保に　
　　　向け、 積極的な役割を担う

　（例）・24時間対応体制の在宅医療を提供
　　　　・他医療機関の支援
　　　　・多職種連携の推進

①入退院支援　　　 ②日常の療養支援
③急変時の対応　　④ＡＣＰと看取り

地域包括ケア
システム

【求められる医療機能】
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在宅医療推進支援事業（(新)秋田県訪問看護総合支援センター（仮称）運営事業） 医務薬事課

予算額 １３,２９６千円 13,296 ［地域医療介護総合確保基金］（○入 ）

(３）在宅医療関係機関との連携１ 事業目的

在宅医療の中核を担う訪問看護ステーションの様々な ・病院看護師に対する在宅医療の理解促進に関する研

課題を一元的・総合的に解決する「訪問看護総合支援セ 修会の開催

ンター（仮称 」を設置し、在宅医療の需要増加に対応 ・在宅医療に関する関係機関との協議、連携）

できる訪問看護の提供体制を構築する。

(４）その他

・訪問看護実態調査の実施

県（委託先：秋田県看護協会）２ 実施主体

３ 事業内容

(１）事業所の運営支援

・事業所運営（経営、離職者防止等）研修会の開催

・新規開設や運営管理に関する相談対応

・病院や診療所に対する訪問看護の利用促進に向けた情

報発信

(２）人材確保と資質の向上

・ナースセンターと連携した就業相談及び訪問看護ステ

ーションとのマッチング業務

・訪問看護師確保に向けたインターンシップの実施

・訪問看護師の養成及び実践力向上に関する研修の開催

・訪問看護師同士の情報交換会の開催
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湖東厚生病院医療提供体制確保事業 医務薬事課

（ ）予算額 １６７,８３３千円 167,833○一

１ 事業目的 ２ 事業内容

湖東地区における安定した医療提供体制を確保 167,833千円湖東厚生病院運営費補助金

するため、湖東厚生病院に対して、引き続き、関係 ・補助期間 令和６年度～令和11年度

町村と連携した運営支援を行う。 ・補助対象 秋田県厚生農業協同組合連合会

・対象経費 湖東厚生病院の運営費

・補 助 率 県２／３、町村１／３

・補助上限 251,750千円

（県167,833千円、町村83,917千円）

【参考】
（１）特別交付税制度（不採算地区病院） 特別交付税措置額は支援額の８割、上限は基準単価×病床数
（２）これまでの支援と今後の支援

※１ 医療計画等との整合の観点から支援期間を６年間とし、３年経過時に見直しを行う
※２ 現行の特別交付税制度に合わせ、算定に用いる病床数を「許可病床数」から「前年度最大使用病床数」に変更

（予算上は100床で積算）
※３ 急激な経済変動など予想しがたい特別な状況変化があった場合は、町村、厚生連、県で再度支援内容を協議す

る

（単位：千円）

（単位：千円）

これまでの支援（令和元年度～令和５年度）

特交措置上限額 134,900 （基準単価 1,349×許可病床数100床）

補助額上限 168,625 （特交措置上限額 134,900／0.8）

うち県補助(2/3） 112,417 　特交措置（8割）89,833、一財（2割）22,484

うち町村補助(1/3） 56,208 　特交措置（8割）44,966、一財（2割）11,242

今後の支援（令和６年度～令和１１年度(※1)）

特交措置上限額 201,400 （基準単価 2,014×病床数100床(※2)）

補助額上限(※3) 251,750 （特交措置上限額 201,400／0.8）

うち県補助(2/3） 167,833 　特交措置（8割）134,266、一財（2割）33,567

うち町村補助(1/3） 83,917 　特交措置（8割） 67,133、一財（2割）16,784
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事業【新規】 医務薬事課地域医療連携推進法人等連携支援

予算額 ２,０７３千円 2,073 ［地域医療介護総合確保基金］（○入 ）

（参考）１ 事業目的
地域医療連携推進法人とは人口減少下において地域でバランス良く医療機能を

整備していくため、医療機関の役割分担と連携を進める
１ 内容ための有効な手段の一つである 地域医療連携推進法人「 」

の設立やその他の様々な連携に向けた取組を促進する。 地域における医療機関等相互間の機能分担や業務の連
携を推進することを主たる目的とする一般社団法人で、
都道府県知事が認定する。

県（委託先：秋田県医師会）２ 実施主体
２ メリット

参加法人が独立性を保ちながら、医薬品の共同購入や
病床の融通といったグループ化の利点を享受できる。３ 事業内容

県内の病院や診療所に対し、地域医療連携推進
３ 連携事例法人制度のメリット等の周知や具体的な連携に向

・医療従事者の共同研修・人事交流けた相談対応等の支援を行う。
・医薬品等の共同購入による経営効率の向上・対 象 県内の病院、診療所 等
・参加法人間における病床の融通 等・内 容 制度周知や連携に向けた協議のため

の会議・研修会の開催、相談受付、
４ 全国の法人数ウェブサイトによるＰＲやチラシ

35法人（令和５年10月現在）※東北は５法人作成 等

５ 他県の事例
【日本海ヘルスケアネット】
山形県庄内地域の13法人・団体（医療法人、社会福

祉法人、歯科医師会、薬剤師会、酒田市等）が参加。
診療機能等の集約化・機能分担、病床機能の適正化

や医療機器等の共同利用、入院患者の在宅療養への円
滑な移行の推進等に取り組んでいる。
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医療施設食事療養費支援事業【新規】 医務薬事課

予算額 ４６,６４７千円 46,647 ［地域医療介護総合確保基金］（○入 ）

１ 事業目的
物価高騰により厳しい運営状況にある医療施設

の負担軽減を図るため、食材料費の一部を支援す
る。

県２ 実施主体

３ 事業内容
医療施設に対し、病床数に応じた支援金を支給

する。
【参考】

」（１）対象施設と支援単価 令和５年１２月補正｢医療施設等物価高騰対策事業

対象区分 支援額単価 対象区分 支援額単価

病院・有床診療所 3,200円／床 病院・有床診療所 6,400円／床

※支援額単価等は国が示す支援スキームによる
単価：１食当たり30円相当、２か月分 単価：１食当たり20円相当、６か月分
財源：地域医療介護総合確保基金 財源：重点支援地方交付金（地方創生臨時交付金）
対象：市町村が設置する施設を含む 対象：市町村が設置する施設を除く

積算：6,400円×12,364床＝ 79,130千円
※診療報酬改定に伴う食事療養費の見直し
診療報酬改定までの令和６年４、５月の２か
月分を支援

（２）積算 46,647千円
3,200円×14,577床＝ 46,646,400円
対象施設：病院64施設、有床診療所51施設
対象病床：稼働病床とするが、予算積算上は

許可病床数
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医師地域循環型キャリア形成支援システム推進事業 医療人材対策室

予算額 ４３０,２６７千円 216,427 3,600 210,240 ［地域医療介護総合確保基金］（○ ○ ○入 諸 一 ）

１ 事業目的
医師の増加と地域偏在の是正に向け、医師が大

学と地域の病院等を循環しながら研鑽を積みキャ
リア形成ができる体制を構築することにより、医
師の県内定着を図る。

２ 事業内容
（１）地域医療従事者医師修学資金等貸与事業

304,578千円
県内の公的医療機関等に医師として勤務しよ

うとする医学生に対し、修学資金を貸与する。

区 分 貸与月額 新規 継続
地 域 枠 100･150千円 29人 140人

医学生 市町村振興枠 100･150千円 終了 4人
元 気 枠 200千円 終了 2人

（２）あきた医師総合支援センター運営事業合 計 29人 146人

91,568千円
※地域枠、市町村振興枠の貸与月額は自宅通学者 修学資金貸与医師等の若手医師に対するキャ
が100千円、自宅外通学者が150千円 リア形成の支援等を行う。

①運営体制 県と秋田大学が共同で運営
②事業内容
【大学】
・地域循環型キャリア形成システム(※)の
推進

・最新の知識や技術に関する研修等の実施
・地域の病院へ定期的な指導医の派遣 等
※地域循環型キャリア形成システム
修学資金の貸与を受けた若手医師等が、大
学と地域の医療機関を循環しながら研鑽を
積むシステム

令和５年度　修学資金貸与の状況 （R６年１月現在）

医　学　生

県内
地域枠

全国
地域枠

一般枠
市町村
振興枠

ふるさと
元気枠

岩手医
科大枠

東北医
薬大枠

貸与期間中 143 21 0 11 2 6 12 0 0 195

新　規 27 2 2 2 33

継　続 116 19 11 2 4 10 162

返還猶予中 6 2 0 2 2 0 0 1 0 13

義務履行中 150 27 1 18 23 0 0 3 0 222

36 10 12 3 61

勤　務 114 17 1 6 20 3 161

(41) (8) (0) (5) (11) (3) (68)

義務終了 10 0 36 10 5 0 0 24 17 102

返　還 9 7 5 8 8 0 0 1 2 40

318 57 42 49 40 6 12 29 19 572

計

臨床研修

（うち知事指定）

計

大学院生 研修医
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（５） デジタル技術を活用した総合診療医等育成【 県 】 ○新
・ドクターバンクによる医師の紹介 14,600千円支援事業
・修学資金貸与医師の配置調整 等 高齢化が進む地域において必要とされる総合

診療医の育成やチーム医療の向上を図るため、
医療ＭａａＳ(※)の導入及び多職種連携教育体（３）地域偏在改善に向けた地域医療実習支援事業

16,000千円 制の構築を支援する。
地域医療に従事することの意義を理解し、医

師少数区域等で積極的に勤務する意欲を持った ①補助対象 秋田大学
医師を養成するため、秋田大学医学生の実習を ②対象経費 医療ＭａａＳ導入経費
受け入れる医療機関に対し、実習受入経費の一 多職種連携研修事業経費
部を助成する。 ③補 助 率 備品購入費 １／２
①補助対象 医師少数区域等の実習受入医療 事業経費 10／10

機関 ※医療ＭａａＳ（Mobility as a Service）
②対象経費 医療機関が負担する受入経費 医療機能を搭載し、病院との間をオンライン
③積 算 80千円×10月×20医療機関 でつなげられる車両
④補 助 率 10／10

（４）総合的な診療能力を持つ医師養成支援事業
3,521千円

秋田大学に設置された「総合診療医センター」
と連携して、将来、本県での従事が見込まれる
東北医科薬科大学や自治医科大学、岩手医科大
学等の医学生に対して、総合的な診療能力を持
つ医師の養成に係る卒前教育等を行う。
・県外医学生を対象とした地域医療実習の実施
・秋田大学医学生と県外医学生合同のシンポジ
ウム等の開催
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看護補助者処遇改善事業【新規】 医療人材対策室

（ ）予算額 ４７,５３２千円 47,532○国

１ 事業目的
令和６年度診療報酬改定での対応を見据えつつ、 ※１ 賃金改善等の要件
他職種より給与水準が低く、人材確保や定着が困 ・令和６年２月から賃金改善を行うこと
難な看護補助者の処遇改善を図るため、賃金引上 ・令和６年２月及び３月分は一時金による
げに要する経費を助成する。 支給も可能

・令和６年４月以降の賃金改善は、基本給
又は決まって毎月支払われる手当の引上２ 事業内容

病院及び有床診療所に勤務する看護補助者を対 げに充てること
象に賃金改善(※１)を行う医療機関に対し、令和 ※２ 令和６年６月以降は、診療報酬で対応予定
６年２月から５月までの間(※２)、賃金を月額 ※３ ６，０００円の賃上げに伴う法定福利費等
６，０００円引き上げるために必要な経費を補助 の事業主負担分９９０円を加えた額
する。

・補助対象 看護補助者の配置を要件とする
診療報酬を算定する病院及び有
床診療所
91施設(病院63、有床診療所28)

・対象職種 看護補助者(診療報酬算定の対象
となる者）

・基 準 額 看護補助者数(常勤換算数) ×
６，９９０円(※３) × ４か月

・補 助 率 10／10
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【議案第７６号関係】

秋田県社会福祉施設職員福利基金条例を廃止する

条例案の概要について

地域・家庭福祉課

１ 廃止理由

民間社会福祉施設に勤務する職員の研修環境等の充実に鑑み、

を廃止する必要がある。秋田県社会福祉施設職員福利基金

２ 廃止内容

秋田県社会福祉施設職員福利基金条例（昭和４９年秋田県

条例第７号）の廃止

３ 施行期日

この条例は、令和６年４月１日から施行することとする。

秋田県社会福祉施設職員福利基金の概要（参考）

１ 基金創設の経緯

昭和４８年７月、松下電器産業（株）は、創業５５周年と

会長の引退を記念し総額５０億円を全国の都道府県と９政令

指定都市に寄贈した。

秋田県では、寄贈のあった74,000千円をもとに「秋田県社

会福祉施設職員福利基金」を創設し、翌４９年度から補助金

交付事業を実施している。

２ 基金の目的

民間社会福祉施設に勤務する職員の研修、福利厚生事業等

を実施し、社会福祉事業の振興を図る。（秋田県社会福祉施

設職員福利基金条例第一条より抜粋）

３ 基金対象事業

平成２０年度までは「民間社会福祉施設職員福利厚生事

業」事業費にのみ充当していた。

平成２１年度からは基金の目的を鑑み、「福祉保健研修・

人材センター運営事業」のうち、研修事業の一部に充当して

いる。
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【議案第７７号関係】

秋田県女性自立支援施設の設備及び運営に関する

基準を定める条例案の概要について

地域・家庭福祉課

１ 制定理由

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律（令和４年法律

第５２号）による社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）の一部

女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準改正に伴い、

を定める必要がある。

２ 内容

女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準は、女性自

立支援施設の設備及び運営に関する基準（令和５年厚生労働

省令第３６号）に定めるものをもって、その基準とすること

とする。（第３条関係）

３ 施行期日等

⑴ この条例は、令和６年４月１日から施行することとす

る。

⑵ 秋田県婦人保護施設の設備及び運営に関する基準を定め

る条例（平成２４年秋田県条例第７４号）は、廃止するこ

ととする。

⑶ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定することと

する。

（参考）女性自立支援施設の設備及び運営に関する基準（令和

５年厚生労働省令第３６号）の主な内容

・安全計画の策定

・職員配置の基準

・施設長の資格要件

・設備の基準

・秘密保持等

・業務継続計画の策定等
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【議案第７８号関係】

秋田県南部老人福祉総合エリア条例の一部を改正する

条例案の概要について

長寿社会課

１ 改正理由

秋田県南部老人福祉総合エリア老人専用マンションの使用

の実態等に鑑み、同エリアの老人専用マンションを廃止する

必要がある。

２ 改正内容

⑴ 老人専用マンションを廃止することとする。（第１条、

第２条、第４条、第６条、第７条、第９条、第１１条、

第１２条、附則及び別表第２関係）

＜秋田県南部老人福祉総合エリア条例＞

第１条 設置

第２条 使用の許可

第４条 使用料の徴収

第６条 使用料の不還付

第７条 入居一時金の還付

第９条 指定管理者の業務

第１１条 利用料金の収受

第１２条 利用料金の承認

附則、別表第２（老人専用マンションの使用料）

⑵ その他所要の規定の整理を行う。

３ 施行期日等

⑴ この条例は、令和７年４月１日から施行することとす

る。

⑵ 秋田県南部老人福祉総合エリア老人専用マンション基金

条例（平成３年秋田県条例第３０号）は、廃止することと

する。
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【議案第７９号関係】

職員の特殊勤務手当に関する条例及び秋田県精神科

病院の任意入院者に係る症状等の報告の徴収に関す

る条例の一部を改正する条例案の概要について

障害福祉課

１ 改正理由

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第１０４号）に

よる精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年

法律第１２３号）の一部改正に伴い、所要の規定の整理を行

う必要がある。

２ 改正内容

例（昭和６３年秋田県条⑴ 職員の特殊勤務手当に関する条

例第３号）の一部改正（第１条による改正）

精神保健業務手当について、所要の規定の整理を行うこ

ととする。（第５条関係）

⑵ 秋田県精神科病院の任意入院者に係る症状等の報告の徴

（平成１８年秋田県条例第８４号）の一部改収に関する条例

正（第２条による改正）

引用している精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

の条項を改めることとする。

３ 施行期日

この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律等の一部を改正する法律の施行の日

（令和６年４月１日）から施行することとする。
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前
号
に
掲
げ
る
業
務

に
準
ず
る
業
務
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る

五

前
号
の
訪
問
指
導
業
務
に
準
ず
る
業
務
で
人
事
委
員
会
規
則
で
定
め
る

も
の

も
の

２

略

２

略

秋
田
県
精
神
科
病
院
の
任
意
入
院
者
に
係
る
症
状
等
の
報
告
の
徴
収
に
関
す
る
条
例
（
第
二
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

知
事
は
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五

知
事
は
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害
者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五

年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
三
十
八
条
の
二
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
項
に

年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
三
十
八
条
の
二
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
項
に

規
定
す
る
精
神
科
病
院
の
管
理
者
に
対
し
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

規
定
す
る
精
神
科
病
院
の
管
理
者
に
対
し
、
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

定
期
に
、
当
該
精
神
科
病
院
に
入
院
中
の
同
項
に
規
定
す
る
任
意
入
院
者
の
症

定
期
に
、
当
該
精
神
科
病
院
に
入
院
中
の
同
項
に
規
定
す
る
任
意
入
院
者
の
症

状
そ
の
他
同
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
報
告
を

状
そ
の
他
同
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
報
告
を

求
め
る
も
の
と
す
る
。

求
め
る
も
の
と
す
る
。
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【議案第８１号関係】

秋田県国民健康保険条例の一部を改正する

条例案の概要について

国保医療室

１ 改正理由

県内における保険料水準の統一を図るため国民健康保険

事業費納付金の年齢調整後医療費指数の算定方法について

所要の規定の整備を行う等の必要がある。

２ 改正内容

国民健康保険事業費納付金の年齢調整後医療費指数の⑴

算定方法について所要の規定の整備を行うこととする。

（第９条関係）

退職者医療制度の廃止に伴い、所要の規定の整理を行⑵

うこととする。（第９条、第１０条、第１１条、第１３

条及び第１４条関係）

３ 施行期日等

この条例は、令和６年４月１日から施行することとす⑴

る。ただし、⑵は、公布の日から施行することとする。

この条例の施行に関し所要の経過措置を規定すること⑵

とする。

＜参考：退職者医療制度＞

会社等の退職者が被用者保険から国民健康保険に移ること

による保険者間の費用負担の不合理を是正するため、退職者

の保険料と被用者保険の拠出金により医療費を賄う制度。

平成２０年度の後期高齢者医療制度の開始に伴い廃止され、

経過措置が継続していたが、令和６年４月１日で廃止。
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地方独立行政法人秋田県立病院機構第四期中期計画（案）の概要 医 務 薬 事 課

２　中期計画における基本的な考え方

秋田県が目指す「健康寿命日本一」に向けた、脳・脊髄
疾患、循環器疾患、精神疾患、認知症疾患等の専門医療
提供体制の推進

１　中期計画の策定

地方独立行政法人法において、設立団体である県が策定し
た中期目標を指示された地方独立行政法人は、これを達成
するための中期計画を作成し、設立団体の長の認可を受け
なければならないとされている。（同法第26条第１項）
なお、公営企業型地方独立行政法人の中期計画の認可に当
たっては、あらかじめ議会の議決を経なければならない。
（同法第83条第3項）

３　計画期間

令和６年４月１日
～

令和11年３月31日
(５年間)

第１　中期計画の期間
第２　県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき措置

　１　質の高い医療の提供
(1) 発症予防への取組
　◇　専門職等への新たな知見や研修機会の提供、県民への情報
　　　発信
  ◇　高度医療機器を活用したドックの充実
(2) 政策医療の提供　　
　◇　脳と循環器の三次救急医療の拠点及び精神科救急の全県拠
　　　点病院
　◇　最先端の高度訓練機器を積極的に取り入れたリハビリテー
　　　ションの機能強化
　◇　両センターが協力して行う認知症への最新医療提供体制の
　　　整備

　２　医療に関する調査及び研究
 ◇　両センターによる一体的な研究体制の構築
 ◇　大学・医療機関等と連携した研究活動の推進
 ◇　医療水準向上に繋がる先駆的な研究の実施

　３　医療連携の推進及び地域医療への貢献
　　　◇　県の三次医療及び地域医療を支える医療機関としての貢献
　　　◇　デジタル技術を活用した連携医療の推進

　４　災害及び新興感染症への対応
　　　◇　ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ体制の充実
　　　◇　災害拠点精神科病院の体制整備の推進
　　　◇　新興感染症に備えた体制の強化
第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためと
るべき措置

　１　効率的な運営体制の構築
　２　病院経営に携わる事務部門の職員の確保・育成
　３　収入の確保、費用の節減
第４　予算（人件費の見積を含む。）、収支計画及び資金計画
第５　短期借入金の限度額
第６　重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画
第７　余剰金の使途
第８　料金に関する事項
第９　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項
　１　施設及び設備の整備に関する計画
　２　人事に関する計画
　３　職員の就労環境の整備
　４　地方独立行政法人法第４０条第４項の規定により業務の財
　　　源に充てることができる積立金の処分に関する計画

４　中期計画の構成

【議案第９６号関係】
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　【取組方針】
　　県民の脳、脊髄、心臓、血管を病気から守り、県民が病気になれば県内医療機関と連携して両センターの専門医療
　　を駆使し、ＡＤＬ（日常生活動作）ＱＯＬ（生活の質）を維持する治療を実施

　１　政策医療の提供
　　○循脳センター
　　　　◇　脳と循環器の包括的な高度医療の提供【継】　　　　　◇　脳血栓回収療法の実施【継】
　　　　◇　県内医療機関や救急隊との連携【継】　　　　　　　　
　　○リハセン 
　　　　◇　全県拠点病院としての精神科救急医療の提供【継】
　２　効果的な予防活動の実施
　　　　◇　認知症の予防・早期発見に向けた体制の整備【新】　　◇　指導者講習会の実施【拡】
　３　県内医療機関と連携した専門医療の安定的な提供
　　　　◇　地域医療構想の実現に向けた、地域の医療機関、介護・福祉施設等との連携強化【新】
　　　　◇　回復期リハビリテーションを中心に地域との連携による回復期・生活期医療の充実【新】
　４　新薬によるアルツハイマー病治療の推進
　　　　◇　県内医療機関と連携したＰＥＴ等でのアルツハイマー病の診断並びに新薬の投与【新】
　５　研究活動の拡充と共同研究の推進
　　　　◇　循脳センター研究所に認知症研究部、精神医学研究部を新設し、両センターによる一体的な研究体制の
　　　　　　構築【新】
　６　災害発生時の迅速な医療支援
　７　経営管理体制の強化

　
救急患者数(人)

病床利用率(％)
脳と循環器の包括的な
医療提供患者数(人)

地域医療連携
パス件数
(件)

画像診断サービス
提供件数(件)

ドック(両センター)
件数(件)

全体
うち回復期リハビリ

テーション病棟

計画値 R4実績 計画値 R4実績 計画値 R4実績 計画値 R4実績 計画値 R4実績 計画値 R4実績 計画値 R4実績

循脳センター 1,200 1,162 76.1 53.6 81.2 69.2 30 27 50 8 900 1,102
1,312 1,167

リハセン 210 160 89.0 89.4 84.0 85.2 - - 170 　159 75 109

５　取組内容　

６　令和１０年度計画値（主な指標）
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第3期

合計(※2)
6年度 7年度 8年度 9年度 10年度

第4期
合計

　 　
循脳

センター
リハセン 合計

営業収益 50,100 12,059 11,200 10,911 10,509 9,887 54,567 　 6年度 3,616 2,175 5,791

　 うち医業収益 28,077 5,592 5,594 5,592 5,608 5,594 27,982 　 7年度 2,996 2,527 5,523

営業外収益 904 95 88 80 78 75 416 　 8年度 2,939 2,163 5,102

営業費用 51,220 10,491 10,440 10,438 10,501 10,429 52,298 　 9年度 2,966 1,925 4,892

　
うち給与費
（一般管理費に係る分を含む）

29,621 6,248 6,312 6,308 6,390 6,324 31,582 　 10年度 2,304 1,985 4,289

　 うち材料費 4,970 919 919 919 921 919 4,598 　 第4期合計 14,821 10,776 25,598

　
うち減価償却費
（一般管理費に係る分を含む）

7,308 1,183 1,070 1,075 1,046 1,042 5,417 　 　 　 　 　

営業外費用 2,375 456 514 380 384 442 2,176 　
第3期合計

(※2)
10,918 8,251 19,168

経常利益 -2,591 1,208 334 173 -297 -908 509 　 　 　 　 　

経常収支比率 95.2 111.0 103.0 101.6 97.3 91.6 100.9 　
 第4期－
 　第3期

3,904 2,525 6,430

給与費の対医業収益比率
（一般管理費に係る分を含む）

105.5 111.7 112.8 112.8 113.9 113.0 112.9 　 　 　 　

材料費の対医業収益比率 17.7 16.4 16.4 16.4 16.4 16.4 16.4 　 　 　 　

　　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

７　収支の見通し(※１) ８　運営費交付金の見通し（※１）

(単位：百万円)(単位：百万円)

※１ 端数処理あり

※２ 現時点の見込
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　経　営　管　理　会　議

９　県と病院機構が連携した経営改善の取組

①　経営管理に関すること

②　中長期的な対応に関すること

経営管理会議

循脳センター、リハセン
の安定的な経営を図る

目
的

内
容

業務や収支等の実績等を踏まえた財務管
理・分析・課題の整理・医業収支改善策
等の検討　※改善策は随時実施

構
成

県健康福祉部、
病院機構
※必要に応じ
　外部専門家

病院機構の将来のあり方検討会議（仮称）

両センターの中長期的な
あり方（構想）を検討す
る

両センターが地域医療構想を県内医療機
関と連携して担うための医療提供のあり
方について県の財政事情も踏まえて検討

県健康福祉部、
病院機構
※必要に応じ
　外部専門家

③　スケジュール案

第４期中期目標・計画期間（令和６年度～１０年度）

　 病 院 機 構 の 将 来 の あ り 方 検 討 会 議（仮 称）

経営改善に向けた取組の実施状況や財務状況について、定期的に県議会に対し報告

目
的

内
容

構
成

経 営 改 善 ・ 中 長 期 的 な あ り 方 （構 想） の 具 現 化

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

県が地域医療構想
調整会議等で調整
していく事項

医療機関相互の役割分
担の明確化

医療機関相互の連携強
化に向けた話し合いの
場の設置

地域の医療機関との多
様な連携手法のあり方
の検討
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地方独立行政法人秋田県立病院機構中期目標及び中期計画（案）対比表 

                                                                                                        

 

中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

 

地方独立行政法人秋田県立病院機構（以下「病院機構」という。）は、平成 21年４月１日

の設立以降、「脳・循環器疾患、精神疾患を中心とした医療・医学の進歩に貢献し、その成

果を取り入れた質の高い医療の提供」を基本理念に掲げながら、運営する秋田県立循環器・

脳脊髄センター（以下「循環器・脳脊髄センター」という。）及び秋田県立リハビリテーシ

ョン・精神医療センター（以下「リハセン」という。）の安定した経営基盤に立った病院運

営を目指してきた。 

令和５年度までの第３期中期目標期間内においては、脳と循環器の包括的な高度医療の提

供を行う脳心血管病診療棟の運用を開始するとともに、既存病棟の大規模修繕工事を行うな

ど、脳と循環器の包括的医療提供体制の整備を更に進めたほか、県内大学との共同研究を進

めるなど、研究機関として県内の医療水準の向上に寄与した。 

こうした中、新型コロナウイルス感染症の影響による患者数の減少など、病院経営に大き

な影響を受けることになったが、県の要請に応じて感染症患者の入院対応を行いつつ、24時

間 365 日体制での急性期患者の受入継続や、最新のリハビリテーション療法の積極的な導入

など、県立病院としての役割を果たしてきた。 

また、新型コロナウイルス感染症に関して、循環器・脳脊髄センターは、理事長を中心に

ACOMAT（秋田県コロナ医療支援チーム）の中心的役割を担い、クラスターが発生した医療機

関や福祉施設への指導やワクチン接種など、県立病院として期待される役割を担ったと言え

る。 

こうした取組により、医療を取り巻く環境や社会情勢の変化、新たな医療課題に適切に対

応したほか、高度で専門的な医療、急性期医療や回復期医療等の充実・強化を図り、質の高

い医療サービスを効果的に提供してきている。  

一方で、本県医療は、人口減少に歯止めがきかない状況において、高齢化の進行による医

療需要の変化や医師不足、医療の高度化といった様々な課題を抱えており、住み慣れた地域

で暮らし続けたいという県民のニーズに応え、地域の医療提供体制を確保していくためには、

病院機構には、引き続き、脳・循環器疾患の三次救急医療や精神科救急医療をはじめとする

高度で専門的医療を安定的かつ継続的に提供するという役割をしっかりと果たすとともに、

地域医療を支えることが求められている。 

このようなことから、令和６年度から令和 10 年度までの第４期中期目標期間においては、

秋田県医療保健福祉計画や地域医療構想を踏まえて、病院機構が果たすべき役割・機能を念

頭に、地域の医療機関等と連携をより一層進めながら、経営の効率化による安定的な収支構

造の確立、高度で専門的な医療を行うための機器整備や運営基盤となる人材を育成・確保す

るための環境整備を行うとともに、県が目指す「健康寿命日本一」の実現に向け、医療技術

や医療サービスの一層の向上を目指す必要がある。 

このため、第４期中期目標を次のとおり定めることとし、地方独立行政法人として自立し

た運営のもと、高度で専門的な医療提供体制を確保し、県立病院として、医療機能の強化や

役割の明確化に努め、期間中においても取組状況や成果等を踏まえ、病院機構が果たすべき

役割や機能を検討しながら、県民や患者に信頼される病院づくりを期待する。 

 

 

地方独立行政法人秋田県立病院機構（以下「病院機構」という。）は、平成 21年４月１日の設立以降、運営する秋田県立循

環器・脳脊髄センター（以下「循環器・脳脊髄センター」という。）及び秋田県立リハビリテーション・精神医療センター（以

下「リハセン」という。）において、脳・脊髄・循環器疾患、精神疾患、認知症疾患に対する医療とリハビリテーション医療

の提供、発症予防活動、研究活動を行ってきた。その間、医療を取り巻く環境や社会情勢の変化、新たな医療課題への対応に

取り組み、急性期医療や回復期医療等の充実・強化を図り、質の高い医療サービスの提供に努めてきたが、患者の高齢化が進

み、多疾患併存患者が増え、急性期の侵襲的な治療の適応外となることも多くなってきた。 

 第３期中期目標期間（平成 31 年４月１日から令和６年３月 31 日まで）では、循環器・脳脊髄センターは、第２期中期目標

期間に完成した脳心血管病診療棟の運用を開始し、危険因子・基礎疾患が共通する脳卒中と心血管病をそれぞれの専門チーム

が合同で診療する脳と循環器の包括的医療提供体制の充実を目指した。さらに、脊髄・脊椎疾患に対する最新の手術療法の提

供、急性期から回復期への継ぎ目のないリハビリテーションの提供などに努めた。リハセンは、リハビリテーション医療、精

神医療、認知症医療を着実に提供し、高い病床利用率を維持するとともに、精神科救急は全県拠点のみならず地域の輪番病院

としての役割も担った。両センターとも、医師派遣、高度診断機器の共同利用、共同研究などを通じて、大学や他の医療機関

との連携を進めた。コロナ禍においては、感染患者の入院治療、県内外のクラスター発生病院への看護師派遣、中小医療機関

や介護・福祉施設のクラスター対応、ワクチン接種など、県立病院としての役割を担った。 

 しかし、両センターが提供する医療の採算性は低く、特に循環器・脳脊髄センターにおいては、第２期中期目標期間に行っ

た循環器医療の機能拡充に伴う医業費用の増や償還金の増による財務状況の悪化のほか、医療情勢の変化、医師不足、既存病

棟の大規模修繕工事やコロナ専用病棟の開設による稼働病床数の減などにより、第３期中期目標期間は厳しい運営となった。 

 第４期中期目標期間（令和６年４月１日から令和 11 年３月 31 日まで）においては、三次医療機関としての機能を維持する

とともに、秋田県医療保健福祉計画や地域医療構想を踏まえ、地域の医療機関、介護・福祉施設等と連携を強化し、維持期、

生活期における患者支援の機能の充実を進める。県立病院として有する医療資源の県内医療機関との共同利用を進めるととも

に、アルツハイマー病の新薬による治療体制を整備し、県内医療機関と連携してＰＥＴ等で適応患者を診断し治療を実施する。

県が目指す「健康寿命日本一」の実現に向けては、効果的な予防活動、予防医療の推進とともに、急性期医療、回復期医療の

充実によるＡＤＬ、ＱＯＬの回復に努める。厳しい財政状況に対しては、病院機構全体の経営を管理する体制を強化し、安定

的な法人運営の確立を目指し、病院機構が一体となって、中期目標に定められた高度で専門的な医療提供体制の確保や県立病

院としての医療機能の強化と役割の明確化に努めるとともに、県内医療の充実に向けて病院機構の主体的及び補完的な役割や

県内医療機関との連携の在り方について検討を継続する。 

ここに第４期中期計画を策定し、役職員が一丸となって、その実現に向け全力で取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ 中期目標の期間 

令和６年４月１日から令和11年３月31日までの５年間とする 

 

第１ 中期計画の期間 

令和６年４月１日から令和11年３月31日までの５年間とする。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

 

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

                                                                      

１ 質の高い医療の提供 

   循環器・脳脊髄センターは、脳と循環器の包括的な高度医療の提供、脊髄・脊椎疾患

の専門医療の提供、急性期から回復期までの脳・脊髄・循環器疾患のリハビリテーショ

ン医療の提供を、また、リハセンは、回復期を中心とした脳・脊髄・整形外科疾患のリ

ハビリテーション医療、認知症疾患の専門的かつ包括的な医療、精神障害者の医療・保

護に関することなどを基本的な機能として担うとともに、両センターが一体となって緊

密に連携し県の医療水準の向上を図るため機能強化に努めること。 

    

(1)  発症予防に向けた取組 

    全国一の高齢先進県である本県において、「健康寿命日本一」を目指すため、脳卒

中、心疾患、認知症の発症予防について、高度な診断機器の活用や予防のための体制

整備など有効な方法を策定し、予防効果の向上に取り組むこと。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  政策医療の提供 

       循環器・脳脊髄センター及びリハセンは、脳・脊髄・循環器疾患、精神疾患、認知 

症疾患に対する医療及びリハビリテーション医療について、県立病院として、大学や 

県内の他の医療機関との連携を強化しながら、高度で専門的な最新医療を提供するこ 

と。特に循環器・脳脊髄センターのリハビリテーション医療については、回復期の機 

能強化を図ること。 

     また、循環器・脳脊髄センターは、脳卒中、心筋梗塞等の脳・循環器疾患の三次救 

急医療の拠点として、リハセンは、24時間 365 日対応する精神科救急の全県拠点病院 

として、機能の充実を推進すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 県民に提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

１ 質の高い医療の提供 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 発症予防に向けた取組 

◇専門職等への新たな知見や研修機会の提供、県民への情報発信 

脳卒中、心疾患、認知症の発症予防について、両センターは関係機関や団体と連携し、予防活動を担う多職種専門職へ 

の最新情報や有効な指導法研修の機会を提供するとともに、広報誌・ウェブサイト・講演会などにより県民への広報・啓 

発活動を行い、健康寿命延伸に取り組む。 

 

令和 10 年度の計画値 

指導者講習会回数 全  体 ２回／年 

県民向け講演会回数 全  体 ２回／年 

        

    ◇高度医療機器を活用したドックの充実 

     ＭＲＩ、ＳＰＥＣＴ、ＰＥＴなどの活用により検診を充実するとともに、認知症の予防・早期発見に向け両センターが協

力する体制を整備する。 

 

令和 10 年度の計画値 

検診件数 全  体 １，３１２件／年 

             

(2) 政策医療の提供 

両センターは、脳・脊髄・循環器疾患、精神疾患、認知症疾患に対する医療及びリハビリテーション医療について、大 

学や県内の他の医療機関との連携を強化し、高度で専門的な最新医療を安定的に提供する。 

 

◇脳と循環器の三次救急医療の拠点及び精神科救急の全県拠点病院 

 循環器・脳脊髄センターは、脳卒中、心筋梗塞等の脳・循環器疾患の三次救急医療の拠点として、県内医療機関及び救 

急隊との情報共有の推進や患者受入体制の整備等により救急対応を強化するとともに、脳心血管病診療棟において脳と循 

環器の包括的な高度医療を提供する。 

また、脳梗塞急性期血栓回収療法の輪番制における秋田市内医療機関との連携及び県傷病者搬送受入協議会やメディカ 

ルコントロール協議会における県内医療機関や救急隊との連携を継続する。 

リハセンは、24時間、365日対応する精神科救急の全県拠点病院として常時患者を受け入れる体制を維持する。 

 

令和 10 年度の計画値 

救急患者数 循環器・脳脊髄センター １，２００人／年 

救急患者数 リハセン ２１０人／年 

経皮的脳血栓回収術 循環器・脳脊髄センター ３０件／年 

脳と循環器の包括的な医療提供患者数※ 循環器・脳脊髄センター ３０人／年 

※脳卒中患者のうち、心臓カテーテル治療を要する患者数 
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中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)  医師の働き方への対応 

     医師の働き方改革を推進するため、医療提供体制を着実に維持しながら、適切な労 

務管理の推進、タスクシフト／シェアの推進などにより時間外労働の縮減に努めるこ 

と。 

 

(4)  医療従事者の確保・育成 

      高度で専門的な最新医療を安定的かつ持続的に提供するため、医師を含む医療従事 

者の確保と、継続的に働き続けられるキャリアアップ制度の充実に努めること。 

     また、両センターが一体的に行う研修・教育体制の充実、センター間の人事交流の  

推進、国内の各種研修・教育システムの活用などにより、各職種の専門性の向上や職 

種間の連携強化を図るなど医療従事者の育成に努めること。 

 

(5)  患者・家族の視点に立った医療サービスの提供 

     県民や患者・家族の視点に立ち、療養環境の整備やホスピタリティーの向上を図る 

とともに、患者の権利を尊重することにより、信頼される医療サービスを提供するこ 

と。 

 

 

(6)  より安心で信頼される医療の提供 

法令等を遵守し、医療安全対策の徹底や情報セキュリティ対策を講ずることにより、

より安心で信頼される医療を提供すること。 

 

 

 

 

 

 

       ◇最先端の高度訓練機器を積極的に取り入れたリハビリテーションの機能強化 

両センターは、ロボットやＶＲ等の高度訓練機器を活用した最先端のリハビリテーションを積極的に取り入れ、ＡＤＬ 

        の向上を図る。 

 

令和 10 年度の計画値 

リハビリ重症患者改善率※ 循環器・脳脊髄センター ５５．０％ 

リハビリ重症患者改善率※ リハセン ６０．０％ 

     ※保険診療における施設基準でのリハビリテーション実績指数 

 

       ◇両センターが協力して行う認知症への最新医療提供体制の整備 

両センターが協力し、アルツハイマー病治療薬をアミロイドＰＥＴで診断した適応患者へ投与する体制を整備し、県内 

医療機関と連携して認知症の治療に取り組む。 

     

(3)  医師の働き方への対応  

兼業を含む労働時間の把握等による適切な労働時間の管理、時間外・休日労働時間が１か月当たり 100 時間以上となる 

医師への面接指導等による健康管理、タスクシフト／シェアの推進、特定行為看護師配置の検討などを行い、医師の働き 

方改革を推進する。 

         

(4) 医療従事者の確保・育成 

     労働環境の改善、効率的な情報発信などにより医療従事者の確保を図り、特に医師については多様な情報収集と採用活 

動の強化を行い、適正な医師数の確保に努める。 

両センターが一体的に行う研修・教育体制の整備、センター間の人事交流の推進、各種団体や関連学会が主催・運営す 

る研修・教育システムの活用などによりキャリアアップ制度を充実し医療従事者の育成を計画的に行う。 

 

 

(5) 患者・家族の視点に立った医療サービスの提供 

   入院及び外来患者を対象とした満足度調査や食事の嗜好調査、県民や患者・家族からの意見聴取などをもとに、療養環 

境の整備やホスピタリティーの向上に努める。 

また、患者・家族をサポートする各種窓口においては研修を受講した職員が対応するなど、県民へ信頼される医療サー 

    ビスの提供を実施する。 

         

(6)  より安心で信頼される医療の提供 

法令等を遵守し、医療安全を担当する職員の育成、職員研修の充実、インシデント報告の徹底により、医療安全対策を 

推進する。 

巧妙化するサイバー攻撃への対応など、情報セキュリティー対策に継続して取り組み、安心で信頼される医療を提供す 

る。 

 

令和 10 年度の計画値 

研修会への職員一人当たりの受講回数（医療安全） 循環器・脳脊髄センター ２回／年 

研修会への職員一人当たりの受講回数（医療安全） リハセン ２回／年 

研修会への職員一人当たりの受講回数（感染管理） 循環器・脳脊髄センター ２回／年 

研修会への職員一人当たりの受講回数（感染管理） リハセン ２回／年 
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中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

２ 医療に関する調査及び研究 

循環器・脳脊髄センターは研究体制を強化し、リハセンや県内大学、医療機関との

共同研究や、より先駆的な研究及び臨床に応用できる研究に取り組み、脳・脊髄・循

環器疾患、精神疾患、認知症疾患及びリハビリテーションの研究と治療の高度化によ

り、県内の医療水準の向上を図るとともに、研究結果に関する県民への広報に努める

こと。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 医療連携の推進及び地域医療への貢献 

    循環器・脳脊髄センター及びリハセンは、患者が地域において良質な医療を適切に受 

けることができるよう、医療機能の充実と合わせ、他の医療機関との役割分担やデジタ 

ル技術も活用した連携推進を一層図るとともに、医療から介護・福祉へと切れ目のない 

サービス提供に向けて、関係機関との連携を強化し、地域包括ケアシステムの中で果た 

すべき役割を担うこと。特に循環器・脳脊髄センターは、地域医療構想の実現に向け、 

様々な連携手法を検討しながら他の医療機関との協議を重ね、連携強化を図ること。 

また、健康寿命の延伸に向け、県民に対して医療や健康に関する情報発信を行うとと 

もに、地域医療を担う医師をはじめとした医療従事者の教育・研修に努めること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 医療に関する調査及び研究 

◇両センターによる一体的な研究体制の構築 

 循環器・脳脊髄センター研究所に認知症研究部、精神医学研究部を新設し、リハセン医師も研究所に所属し、両センター 

による一体的な研究体制を構築する。 

 

       令和 10年度の計画値 

専従の研究員数 循環器・脳脊髄センター研究所 ６人 

  ◇大学・医療機関等と連携した研究活動の推進 

   循環器・脳脊髄センター研究所は、大学、医療機関などとの共同研究を推進する。  

  ◇医療水準向上に繋がる先駆的な研究の実施 

   脳・脊髄・循環器疾患、精神疾患、認知症疾患及びリハビリテーションについて、より先駆的な研究及び臨床に応用でき 

  る研究を推進し、医療水準の向上に努める。 

◇研究成果の広報 

   国内外への論文発表を推進し、研究成果をウェブサイトなどにより県民へ広報する。 

 

令和 10 年度の計画値 

原著論文発表件数 循環器・脳脊髄センター研究所 ４０件／年 

 

３ 医療連携の推進及び地域医療への貢献 

◇県の三次医療及び地域医療を支える医療機関としての貢献 

循環器・脳脊髄センターは、脳と循環器の包括的医療を提供する三次救急医療と脊髄脊椎疾患への外科的治療を実施し、 

回復期リハビリテーション機能を中心に地域との連携による回復期医療・生活期医療の機能強化を図る。また、地域医療構 

想の実現に向けて、地域の医療機関、介護・福祉施設等との連携を強化する。 

リハセンは、精神科重症例や難治例に対する治療の充実を図り、精神科救急の全県拠点病院並びに精神科救急医療圏の輪 

番病院としての役割、医療観察法における鑑定と起訴前鑑定等の役割、急性期病院と連携し回復期リハビリテーションを提 

供する役割、高度な認知症医療を提供する役割を担う。 

     

令和 10 年度の計画値 

回復期リハビリテーション病棟における病床利用率 循環器・脳脊髄センター ８１．２％ 

回復期リハビリテーション病棟における病床利用率 リハセン ８４．０％ 

地域医療連携パス件数 循環器・脳脊髄センター ５０件／年 

地域医療連携パス件数 リハセン １７０件／年 

画像診断サービス提供件数 循環器・脳脊髄センター ９００件／年 

画像診断サービス提供件数 リハセン ７５件／年 

 

    ◇デジタル技術を活用した連携医療の推進 

両センターは、国が推進する医療ＤＸにおける医療機関・薬局・行政等との情報共有や連携を行うため、必要な電子カル 

テ情報を厚生労働省標準規格に則ったものに整備し速やかに運用を開始する。 

循環器・脳脊髄センターは、あきたハートフルネットや急性期画像連携システムの活用により、他医療機関との相互連携 

を強化する。 

◇医療や健康に関する情報発信及び医療従事者の教育・研修 

両センターは、ウェブサイト、広報誌、研修会、講演会などを活用し、健康寿命の延伸に向けて県民へ医療や健康に関す 

る情報発信を行うほか、他医療機関の医療従事者、臨床研修医、学生等へ教育・研修の機会を提供する。 

 

令和 10 年度の計画値 

県民向け講演会回数（再掲） 全  体 ２回／年 

研修受入人数 全  体 １００人／年 
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中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

４  災害及び新興感染症への対応 

平時から関係機関との連携を図り、災害発生時における円滑な医療救護活動に取 

り組むこと。 

リハセンにおいては、災害時の患者受入等の拠点として、災害拠点精神科病院の整

備に向けた検討を引き続き行うこと。 

また、循環器・脳脊髄センターにおいては、新興感染症の感染拡大時の医療提供体

制に必要な機能を平時から準備するとともに、県の求めに応じて感染状況に応じ柔軟

な対応を行うなど、求められる感染症医療を確実に提供すること。 

 

 

 

 

 

 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

病院機構は、中期目標の達成に向けて、地方独立行政法人制度の特長を生かし、自

律性・自主性により業務運営の改善及び効率化に努めること。 

また、年度ごとの取組状況や成果等を踏まえ役割・機能の検討を行うこと。 

 

１ 効率的な運営体制の構築 

    医療の安定的な提供が行われるよう、継続的に経営状況の見直しを行い、病院機構 

全体を一体的に運営する効率的な体制を構築すること。 

 

 

２ 病院経営に携わる事務部門の職員の確保・育成 

   業務運営の自律性を高めるため、病院経営に精通した人材の確保と育成に努めるこ 

と。 

 

３ 収入の確保、費用の節減 

     安定的な経営基盤を確立するため、病床利用率の向上、制度改正への適切な対応に 

よる収入の確保に努めるとともに、費用対効果の考え方に基づき、創意工夫しながら 

費用の節減に努めること。 

 

４ 災害及び新興感染症への対応 

◇ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ体制の充実 

循環器・脳脊髄センターは、ＤＭＡＴ隊員養成研修の受講による隊員の増員を図るとともに、現隊員の技術の維持向上の 

ため県内外の研修及び訓練に積極的に参加するほか、出動要請に対して柔軟な対応を行うため資機材の点検及び更新を定期 

的に行う。 

また、院内で大規模災害対応訓練を定期的に実施し、災害対応マニュアルの確認、見直しを行う。 

リハセンは、発災時の医療救護活動に速やかに取り組めるよう、訓練や研修に積極的に参加しＤＰＡＴ隊員の能力向上を 

図り、発災に備える。 

ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴは、秋田県保健医療福祉調整本部のコーディネートチームにおいても活動する。 

◇災害拠点精神科病院の体制整備の推進 

  リハセンは、災害時の患者受入等の拠点として、災害拠点精神科病院の整備に向けた県との協議を引き続き行い、体制整 

備を図る。 

◇新興感染症に備えた体制の強化 

  循環器・脳脊髄センターは、新興感染症の感染拡大時の医療提供体制について、関連病院との連携強化やインフェクショ 

ンコントロールドクター（ＩＣＤ）、感染管理看護師（ＩＣＮ）、感染制御専門薬剤師（ＩＣＰＳ）の育成、感染制御チー 

ム（ＩＣＴ）を中心とした職員の技術向上等に取り組み、求められる感染症予防並びに医療を確実に提供できる体制を整備 

する。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

 

 

 

 

１ 効率的な運営体制の構築 

医療の安定的な提供が行われるよう、病院機構全体を一体的に運営する事務体制の整備を推進する。 

また、本部への資金集中による厳格な資金管理と病院機構全体の予算及び収支計画の進行管理の徹底により経営の安定 

化を図る。 

 

２ 病院経営に携わる事務部門の職員の確保・育成 

   病院経営を希望する職員の計画的な採用、病院事務職員としての計画的な育成、病院事務や経営に関する各団体の研修 

受講などにより、病院経営に精通した人材を育成する。 

 

３ 収入の確保、費用の節減 

病院機構全体の経営管理体制を強化し、病院経営指標の分析に基づく対応、適正な予算執行、多様な契約手法の導入、 

費用対効果の検討などにより、経営基盤の安定化に努める。 

両センターは、診療報酬改定への的確・迅速な対応により、収入の確保に努める。 

循環器・脳脊髄センターは、救急隊や他医療機関との連携強化、広報活動などによる病床利用率の向上により、収入の 

確保に努める。 

リハセンは、病床利用率の維持に努める。 

 

  令和10年度の計画値 

病床利用率 循環器・脳脊髄センター ７６．１％ 

病床利用率 リハセン ８９．０％ 
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中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

業務運営の改善・効率化を進めるとともに、運営費交付金を中期計画に適切に反映し 

、医業収入の確保等により経常収支の改善を図ること。   

 

 

 

 

 

 

 

第４  予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

収支における赤字幅圧縮に取り組む。 

(注） 

１ 予  算 病院機構の業務運営上の予算を、現金主義に基づき作成するもので、県の予算会計に該当するもの 

２ 収支計画 病院機構の業務の収支計画を、発生主義に基づき明らかにし、純利益又は純損失という形で表すもの 

３ 資金計画 病院機構の業務運営上の資金収入・資金支出を、活動区分別（業務・投資・財務）に表すもの 

 

   １ 予算（令和６年度～令和10年度）                          

区       分  金  額（百万円） 
 収 入 
   営業収益 
     医業収益 
     運営費交付金 
   その他営業収益 
  営業外収益 
     運営費交付金 
     その他営業外収益 
   資本収入 
     運営費交付金 
     長期借入金 
    その他資本収入 
   計 

 
５０，１８５ 
２８，０２９ 
２２，０９０ 

６６ 
４４２ 
１４８ 
２９４ 

７，３９７ 
３，３６０ 
４，０３７ 

０ 
５８，０２４ 

 支 出 
   営業費用 
     医業費用 
       給与費 
       材料費 
       経費 
       研究研修費 
     一般管理費 
   基金等事業費  
   営業外費用 
   資本支出 
     建設改良費 
     償還金 
   その他資本支出 
  計 

 
４７，７９４ 
４６，８１４ 
３０，２６５ 
５，０５８ 

１０，８５３ 
６３８ 
９７９ 

１ 
２９５ 

９，８９１ 
３，６６５ 
６，１０６ 

１２０ 
５７，９８０ 

【消費税等の取扱い】 

上記の数値は消費税及び地方消費税込みの金額を記載している。 

【人件費の見積り】 

        期間中総額 30,973 百万円を支出する。なお、当該金額は、役員報酬、職員基本給、職員諸手当及び法定福利費等の額 

に相当するものである。 

【運営費交付金等】 

       １ 運営費交付金は運営費負担金を含む。 

       ２ 建設改良費及び長期借入金等元利償還金に充当される運営費交付金等については、経常費助成のための運営費交付

金等とする。 

【脳血管医学振興基金事業に係る寄附金の使途等】 

       脳血管医学振興基金の事業に充てるものとして受領する寄附金（当該基金の運用によって生じた運用益を含む。）につ 

いては、基金等事業費の脳血管医学振興基金事業費として支出し、各年度の支出金額は年度計画において定める。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 収支計画（令和６年度～令和10年度）                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区       分   金   額（百万円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 収入の部 
   営業収益 
     医業収益 
     運営費交付金収益 
     資産見返負債戻入 
     その他営業収益 
   営業外収益 
     運営費交付金収益 
     その他営業外収益 
臨時利益 

５４，９８３ 
５４，５６７ 
２７，９８２ 
２３，１１８ 
３，４０６ 

６１ 
４１６ 
１４８ 
２６８ 

０ 

 支出の部 
   営業費用 
     医業費用 
       給与費 
       材料費 
       経費 
       減価償却費 
       研究研修費 
     一般管理費 
   基金等事業費 
   営業外費用 
 臨時損失 

          ５４，４７４ 
５２，２９８ 
５１，４２６ 
３０，８５８ 
４，５９８ 

１０，０６５ 
５，３２５ 

５８０ 
８７１ 

１ 
２，１７６ 

１０３ 

 純利益 ４０６ 

      【消費税等の取扱い】 

        １ 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

     ２ 控除対象外消費税等負担額及び資産に係る控除対象外消費税等負担額は営業外費用に含まれている。 

     【運営費交付金】 

       運営費交付金収益は運営費負担金収益を含む。 

 

 

  

80



中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

 

         

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ３ 資金計画（令和６年度～令和10年度）                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区       分   金   額（百万円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資金収入 
    業務活動による収入 
      診療業務による収入 
      運営費交付金による収入 
      その他の業務活動による収入 
    投資活動による収入 
   有価証券の償還による収入 
      運営費交付金による収入 
      その他の投資活動による収入 
    財務活動による収入 
   運営費交付金による収入 
      長期借入金による収入 
  前期中期目標期間からの繰越金 

５８，４５４ 
５０，６９７ 
２８，１０６ 
２２，２３８ 

  ３５３ 
１２０ 
１２０ 

０ 
０ 

７，３９７ 
３，３６０ 
４，０３７ 

２４０ 

 資金支出 
   業務活動による支出 
     給与費支出 
     材料費支出 
     その他の業務活動による支出 
   投資活動による支出 
   有価証券の取得による支出 

有形固定資産の取得による支出 
     その他の投資活動による支出 
   財務活動による支出 
     長期借入金の返済による支出 
     移行前地方債償還債務の償還による支出 
     その他の財務活動による支出 
 次期中期目標期間への繰越金 

 ５７，６７６ 
４７，８６８ 
３０，５５４ 
４，９７３ 

１２，３４１ 
３，６９８ 

２０ 
３，６６１ 

１７ 
６，１１０ 
４，５０３ 
１，５４２ 

６５ 
７７８ 

【消費税等の取扱い】 

    上記の数値は消費税及び地方消費税込みの金額を記載している。 

【運営費交付金】 

         運営費交付金による収入は運営費負担金による収入を含む。 

       【繰越金】 

         前期中期目標期間からの繰越金及び次期中期目標期間への繰越金には、当期開始前に運用を開始し、当期中に未償還の

有価証券を含まない。 

 

  

第５ 短期借入金の限度額 

  １ 限度額 500,000,000 円 

  ２ 想定される短期借入金の発生事由 

    運営費交付金及び運営費負担金の交付時期の遅れなどによる一時的な資金不足への対応 

 

  

第６ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

    中期計画期間における計画はない。 
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中 期 目 標 中 期 計 画 （ 案 ）              

 

 

 

 

 

第７ 剰余金の使途 

    決算において生じた剰余金は、繰越欠損金に充てる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８ 料金に関する事項 

１ 使用料及び手数料 

    理事長は、使用料及び手数料として、次に掲げる額を徴収する。 

(1)  健康保険法（大正 11 年法律第 70号）及び高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律第 80号）の基準に基づ 

き算定した額 

(2)  (1)以外のものについては、理事長が別に定める額 

２ 使用料等の減免 

    理事長は、特別の事情があると認めたときは、使用料及び手数料の全部又は一部を免除する。 

 

 

第５ その他業務運営に関する重要事項 

県立病院として、県民に安心で良質な医療を継続的に提供できるよう、次の事項を

実施すること。 

 

１ 施設及び設備の整備に関する事項 

   施設及び設備整備については、遠隔診療やマイナンバーカードの健康保険証利用（オ

ンライン資格確認）等の各種情報システムを活用することにより経営の効率化を図ると

ともに、費用対効果、県民の医療需要、医療技術の進展、高度医療機器の共同利用など

を総合的に勘案し、計画的に実施すること。  

 

２ 人事に関する事項 

  効率的な業務運営ができるよう、人事を管理する体制を整備し、職員の適切な配置に

努めること。 

また、職員の業績・能力評価を的確に反映した人事管理を行うこと。 

 

３ 職員の就労環境の整備 

ワーク・ライフ・バランスに資するよう、多様な勤務形態の導入などにより、過重労 

働のない、働きやすい環境の整備に努めること。 

 

 

 

 

第９ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

１ 施設及び設備の整備に関する計画（令和６年度～令和10年度） 

  両センターは、国が推進する医療ＤＸに呼応した設備を段階的に整備し、事務業務の負担軽減、医療サービスの質の向 

上、医療安全の向上を図る。 

 

 

 

     

施設・設備の内容 予 定 額 財  源  

 

 医療機器等整備 ３，６６５百万円 長期借入金等 

 

２ 人事に関する計画 

  効率的な業務運営ができるよう、事務体制の整備と職員の意欲と希望を考慮した配置や業績・能力を反映した人事を行 

う。 

 

 

３ 職員の就労環境の整備 

  ワーク・ライフ・バランスに資するよう、多様な勤務形態の導入などに努め、過重労働のない働きやすい職場環境の整 

備を推進する。 

 

 

４ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画 

前期中期目標期間の繰越積立金はない。 
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